
商工労働企業委員会会議記録

毛利 正徳商工労働企業委員長

１ 日 時

平成３０年３月２３日（金） 午後１時０２分から

午後３時５５分まで

２ 場 所

第６委員会室

３ 出席した委員の氏名

、大友栄二、井上伸史、二ノ宮健治、河野成司、桑原宏史、三浦正臣毛利正徳

４ 欠席した委員の氏名

な し

５ 出席した委員外議員の氏名

吉冨英三郎、堤栄三

６ 出席した執行部関係者の職・氏名

商工労働部長 神﨑忠彦、労働委員会事務局長 太田尚人、企業局長 草野俊介

ほか関係者

７ 会議に付した事件の件名

別紙次第のとおり

８ 会議の概要及び結果

（１）第１号議案のうち本委員会関係部分、第５号議案、第６号議案、第１４号議案、第１５

決定号議案及び第３９号議案については、可決すべきものといずれも全会一致をもって

した。

（２）第２２号議案については、可決すべきものと総務企画委員会に回答することを全会一致

をもって決定した。

（３）介護・福祉関連機器開発部会の設立について、平成２９年の不当労働行為事件及び調整

事件の審査等の実施状況について並びに企業局経営戦略及びアクションプランの策定につ

いて、執行部から報告を受けた。

９ その他必要な事項

な し

１０ 担当書記

議事課議事調整班 副主幹 長尾真也

政策調査課政策法務班 主査 中尾耕也



商工労働企業委員会次第

日時：平成３０年３月２３日（金）１３：００～

場所：第６委員会室

１ 開 会

２ 商工労働部関係 １３：００～１４：３０

（１）合い議案件の審査

大分県使用料及び手数料条例の一部改正について第 ２２号議案

（２）付託案件の審査

第 １号議案 平成３０年度大分県一般会計予算（本委員会関係部分）

第 ５号議案 平成３０年度大分県中小企業設備導入資金特別会計予算

第 ６号議案 平成３０年度大分県流通業務団地造成事業特別会計予算

第 ３９号議案 大分県企業立地促進資金貸付基金条例の廃止について

（３）諸般の報告

介護・福祉関連機器開発部会の設立について①

（４）その他

３ 労働委員会関係 １４：３０～１５：００

（１）付託案件の審査

第 １号議案 平成３０年度大分県一般会計予算（本委員会関係部分）

（２）諸般の報告

①平成２９年における不当労働行為事件及び調整事件の審査等の実施状況について

（３）その他

４ 企業局関係 １５：００～１５：５０

（１）付託案件の審査

第 １４号議案 平成３０年度大分県電気事業会計予算

第 １５号議案 平成３０年度大分県工業用水道事業会計予算

（２）諸般の報告

①企業局経営戦略及びアクションプランの策定について

（３）その他

５ 協議事項

６ 閉 会
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別 紙

会議の概要及び結果

ただいまから、商工労働企業委員毛利委員長

会を開きます。

なお、審査の都合上、予算特別委員会の分科

会もあわせて行いますので、御了承願います。

井上委員は少し遅れてまいりますので御了承

いただきたいと思います。

また、本日は、委員外議員として堤議員に、

後ほど吉冨議員も出席するということでありま

すので、御了承いただきたいと思います。

ここで、委員外議員の皆さんに申し上げます。

発言を希望される場合は、各説明事項及び諸

報告の区切りごとに、委員の質疑終了後、挙手

をし、私から指名を受けた後に御発言願います。

進行状況を勘案しながら議事を進めてまいり

たいと思いますので、あらかじめ御了承いただ

きたいと思います。

本日審査いただく案件は、今回付託を受けま

した議案６件、総務企画委員会から合い議のあ

りました議案１件であります。

この際、案件全部を一括議題とし、これより

商工労働部関係の審査に入ります。

まず、総務企画委員会から合い議のありまし

た第２２号議案大分県使用料及び手数料条例の

一部改正についてのうち、本委員会関係部分に

ついて、執行部の説明を求めます。

委員の皆様におかれまして神崎商工労働部長

は、商工労働行政に関しまして、御指導、御鞭

撻のほど、誠にありがとうございます。

本日は、合い議案件１件、付託案件４件、諸

般の報告１項目を担当課室長より御説明いたし

ますが、その前に１点、私から御説明させてい

ただきたいことがございます。

お手元の商工労働企業委員会資料の１ページ

をお開きください。

大分県長期総合計画の目標指標について、既

に大幅に目標を達成している等の理由により、

全部で８９の指標がございますけれども、その

うち７つの指標の見直しを行うものでございま

す。

商工労働企業委員会に関係する指標は、こち

らの資料の下から２番目の６にあります「急速

に進化する情報通信技術の普及・活用」という

施策の指標の変更になります。現在、「経営革

新承認件数のうちＩＣＴを活用した数」という

のを指標にしておりますけれども、本年度から

大分県版第４次産業革命「ＯＩＴＡ４．０」の

推進という取組をしておりますので、この指標

を「ＩｏＴ等のプロジェクト事業化件数」に変

更することといたしております。

以下、担当課室長より御説明申し上げます。

それでは、第２２号議案大工藤工業振興課長

分県使用料及び手数料条例の一部改正について、

御説明いたします。

資料の２ページをお願いします。

産業科学関係事務手数料の改正について御説

明いたします。

まず１の概要でございますが、産業科学技術

センターでは、企業の研究開発過程で必要とな

る分析試験の依頼を受け付けております。また、

企業からの求めに応じ、試験や分析の結果を記

載した試験書を発行しており、依頼企業が対外

的に分析結果を証明できる点で有意義なものに

なっております。

今回の改正でございますが、２の改正理由に

ありますように、平成３０年度より稼働を開始

する先端技術イノベーションラボに導入する機

器を使用した分析試験を行うため、区分を追加

するものでございます。

具体的には、３の改正概要のとおり、新たに

電磁波試験及び磁性材料試験に関する１３項目

を追加いたします。これによりまして、医療機

器開発やドローン技術などの研究開発における

活用が見込まれているところでございます。

なお、施行期日は、平成３０年４月１日とし

ております。

それから今御説明した企業からの依頼試験対

応のほか、産業科学技術センターでは機械器具

の貸付けを行っています。この機械器具の貸付
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けについて、平成２７年度包括外部監査におき

まして、機械器具の貸付料の算定に機器の保守

費用や校正費用が含まれていないことから、料

金算定方法を検討するべきではないかとの御意

見をいただきました。保守費用等を上乗せした

場合、対象機器で平均３０％程度の大幅な貸付

料の上昇となりますので、県内企業にこれまで

どおり機器を利用していただけるよう、今回単

価を据え置くことといたしましたので、関連し

て御報告いたします。

以上で説明は終わりましたので、毛利委員長

これより質疑に入ります。

電磁波試験及び磁性材料試験につい河野委員

て、どのくらいの利用を見込んでいるというの

がありますか。

数字的に何リットルだとか、工藤工業振興課長

そういう見込みは立てておりませんけれども、

例えば、磁性材料試験ですと、これまでも結構、

電磁力の測定関係で大手企業から解析を受けて

おりまして、その辺はかなり継続あるいは増加

した試験が見込まれると思います。電磁波試験

は、これまで県内に施設がなかったもんですか

ら、県外まで出かけていって試験をお願いして

いるような企業がございましたので、そういっ

た企業が全部県内で試験が行えるということで、

かなり増加するんではないかと見込んでおりま

す。

その機器を操作したり、解析を行う河野委員

ための人員については、従前の方たちでやれる

んですか。それとも、新たな何らかの人材を充

てなければならないんですか。

職員の増員は考えておりま工藤工業振興課長

せん。現状の研究員で対応したいと思っていま

す。

できるんですね。河野委員

はい。工藤工業振興課長

ほかにございませんか。毛利委員長

〔「なし」と言う者あり〕

委員外議員の方は、質疑などはあ毛利委員長

りませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

ほかに質疑等もないので、これよ毛利委員長

り採決いたします。

本案のうち、本委員会関係部分については、

原案のとおり可決すべきものと総務企画委員会

に回答することに、御異議ありませんか。

〔「異議なし」と言う者あり〕

御異議がないので、第２２号議案毛利委員長

のうち本委員会関係部分については、原案のと

おり可決すべきものと総務企画委員会に回答す

ることに決定いたしました。

以上で合い議案件の審査を終わります。

次に付託案件の審査に入ります。

第１号議案平成３０年度大分県一般会計予算

のうち、本委員会関係部分について、執行部の

説明を求めます。

第１号議案平成３０年大友商工労働企画課長

度大分県一般会計予算のうち、商工労働部関係

につきまして御説明申し上げます。

先日の予算特別委員会におきまして、創生前

進枠あるいは新規事業を中心に説明させていた

だきました。

本日は、予算特別委員会で説明していない事

業の中から、主な事業について各課室長より説

明いたしますのでよろしくお願いいたします。

経営創造・金融課の冨田経営創造・金融課長

主な事業について御説明します。

商工労働部・労働委員会予算概要の２１ペー

ジをお開きください。

事業名欄の下から２番目、経営革新加速化支

援事業費２，８００万円ですが、この事業は、

経営環境の変化に適応した新商品の開発や新サ

ービスの提供など県内中小企業が行う経営革新

への取組を支援するため、販路開拓、商品改良

等に係る経費に対し、補助率２分の１、１５０

万円を限度に助成いたします。

次に、２３ページをお開きください。

事業名欄中段のおおいたスタートアップ支援

事業費８，６９３万円です。

この事業は、創業の裾野拡大や成長志向の高

い起業家の創出・育成を図るため、創業者の成

長志向に応じた指導やフォローアップを行うも

のです。

県が設置しております、おおいたスタートア
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ップセンターにおいて、市町村等とも連携しな

がら創業の裾野拡大のためのセミナーや女性の

創業、起業に向けたネットワークの構築・ビジ

ネスアイデアコンテストなどを行います。

また、新たに成長志向の高い起業家向けの集

中支援プログラムを実施いたします。

工業振興課の主な事業につ工藤工業振興課長

いて御説明いたします。

３３ページをお願いいたします。

事業名欄の中段、中小企業旗艦製品創出支援

事業費５６６万３千円でございます。

大分県産業創造機構の地域資源活性化基金事

業が本年９月に１０年の事業期間を終了するこ

とに伴い、後継基金を創設する予定としており

ます。

新たな基金では、企業の新製品開発に係る市

場調査や製品開発、販路開拓などを一貫して支

援することで、企業の顔となる製品を創出し、

企業の売上げアップや事業拡大を図ります。

この事業では、基金を運営する大分県産業創

造機構に対し、その運営に係る経費を補助いた

します。

次に同じページの下段、知的財産総合戦略推

進事業費４９０万円でございます。

本県における知的財産を活用した新たな取組

や行動の方向性を示すため、総合的な戦略の策

定を行います。

戦略策定にあたっては、外部委員による策定

委員会を設置し検討を重ね、現在の知的財産を

取り巻く環境の変化や国際的な権利保護等に対

応する戦略を作り上げ、本県の産業競争力の強

化と地域経済の活性化を図ります。

次に３６ページをお願いいたします。

事業名欄の下段、エネルギー関連産業成長促

進事業費３，４９５万６千円でございます。

産学官で構成する大分県エネルギー産業企業

会を中心に、研究開発から人材育成、販路開拓

まで切れ目なく支援等を行い、県内エネルギー

産業の成長を促進します。

来年度は、特に水素社会の到来に向けた水素

関連産業の事業化支援や、地域と産業を結び、

エネルギーの効率的な活用を図るスマートコミ

ュニティの形成等を支援するほか、近年、急増

している太陽光発電について、保守点検の重要

性の啓発やその技術向上に向けた研修会等を実

施します。

産業集積推進室の主な稲垣産業集積推進室長

事業について御説明いたします。

４０ページをお開き願います。

事業名欄の上段、自動車関連産業企業力向上

事業費３，９２３万６千円でございます。

この事業は、県内自動車関連産業の一層の集

積を図るため、県内企業の技術力向上や人材育

成、受注機会の増加を支援するとともに、自動

車メーカーの技術者等を招いて設置したプロジ

ェクトチームによる新規参入のための専門的な

技術指導等への経費を助成するものです。

自動車産業は、自動車の急速的な電動化等に

より、電子電装部品が増加するなど大きく変化

しており、来年度は、県内企業がそのような流

れに遅れることのないように、自動車の電動化

の現状や今後の展開等を勉強する次世代自動車

研究会を開催し、今後必要となる知識や技術な

どを習得することとしています。

情報政策課の主な事業につ田北情報政策課長

いて御説明いたします。

５３ページをお開き願います。

事業名欄の下段、ＩＴ人材確保支援事業費１，

３９５万２千円でございます。

この事業は、ＯＩＴＡ４．０の基盤となるＩ

Ｔ人材の確保育成を図るため、若い世代から社

会人まで、世代に応じた施策を実施するもので

ございます。

具体的には、小中学生プログラミング体験教

室や高校生向けのＩＴ業界説明会などによる人

材の育成、即戦力となるＩＴ技術者育成事業の

支援や県内外のＩＴ人材の交流促進などを通じ

た人材の確保に取り組んでまいります。

また、新たにＩｏＴの進展等により必要性が

増している情報セキュリティ人材を育成するな

ど、県内企業が安全にＩＴを活用し、産業の活

性化につなげていくことができるようしっかり

支援してまいります。

商業・サービ森山商業・サービス業振興課長
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ス業振興課の主な事業について御説明いたしま

す。

５８ページをお開きください。

事業名欄の上段、域外消費型商店街等支援事

業費９４６万１千円です。

地域商店街は、買物の場だけではなく地域コ

ミュニティの中核として公共的な役割も担って

いますが、今後、国民文化祭やラグビーワール

ドカップ２０１９など、国内外からの誘客が期

待できるイベントが続くことから、商店街にお

いてもこの好機を確実に捉え、域外からの消費

を獲得していく必要がございます。

このため、従来の地域住民の生活を支える商

店街の取組に対する支援に加えまして、インバ

ウンドなど域外からの誘客と消費獲得を目指す

商店街に対して、各商店街の将来ビジョンと具

体的な年次計画の策定を後押しし、これに基づ

く事業を市町村と連携して重点的に支援します。

続いて６３ページをお開きください。

事業名欄の上段、県産加工食品海外展開支援

事業費４，０２６万２千円でございます。

県では、これまで貿易に関する知識や情報・

ノウハウ・販売ルートを有する国内商社と連携

し、経済成長が著しいアジアを中心に県産品の

海外販路開拓・拡大に取り組んでまいりました。

少子高齢化や人口減少、ＴＰＰ１１など、新

たな交易の枠組み形成などが進行するなど、県

内企業においても新たなトレンドに対応してい

く必要がございます。そこで、海外での販路開

拓に取り組む企業の増加と輸出額の拡大を図る

ため、海外展開の段階に応じた適切な支援を行

う体制を整え、事業者ごとの海外戦略に対応し

た支援を実施していきます。

具体的には、県内中小企業者に対し、貿易の

知識普及から海外の商談会等への出展支援と経

費の一部助成、アドバイザーによる助言等の商

談成約に向けたアフターフォローまで、各段階

における取組を包括的に支援するとともに、中

国本土をはじめ、現地での情報収集と企業の活

動を支援するため県上海事務所の設置を維持い

たします。

企業立地推進課の主な河野企業立地推進課長

事業について御説明いたします。

６８ページをお開きください。

事業名欄の一番下、離島等サテライトオフィ

ス整備推進事業費３千万円でございます。

県内の企業立地状況につきましては、自動車

関連企業の集積する県北地域や、交通アクセス

等の面で有利な大分市等への進出が増加傾向と

なっている一方で、離島や山村地域等の条件不

利地域では誘致が進まない状況がございました。

そのような中、県では今年度から、情報通信

網を活用することで場所にとらわれない働き方

が可能なＩＴ関連企業などのオフィス系企業の

誘致に積極的に取り組み、昨年７月には姫島村

が本事業を活用して整備を行ったサテライトオ

フィスに、ＩＴ企業２社の進出が実現していま

す。

来年度も本事業により、条件不利地域等での

サテライトオフィスの整備を引き続き支援して

まいります。

雇用労働政策課の主な後藤雇用労働政策課長

事業について御説明いたします。

８５ページをお開きください。

事業名欄の上段、女性のスキルアップ総合支

援事業費４，３６７万円でございます。

この事業は、多様で柔軟な働き方を推進し、

女性の就業機会の創出や企業の人材不足解消を

図るため、在宅ワークに関する支援を行うとと

もに、企業での就業体験や託児サービス付き職

業訓練等により女性の再就職を支援するもので

す。

来年度は、これまでの取組に加えまして、在

宅ワーカーと県内企業のマッチング交流会を新

たに実施いたします。また、離職した女性の仕

事復帰を促すため、女性の就業に向けた支援策

や女性が働きやすい環境を整えている企業の情

報等を掲載したＷＥＢサイトを創設するほか、

再就職支援セミナーや女性向けの合同企業説明

会を開催いたします。

次に、事業名欄の下のおおいたの産業人材確

保・育成事業費９，３４２万８千円でございま

す。

この事業は、特に人手不足感の強い観光、建
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設、物流産業において、雇用から技能習得・資

格取得までの一貫した教育訓練を実施するもの

です。

具体的には、観光産業においては語学研修や

現場実習により、外国人観光客への対応などを

学び、県内観光地のホテルや旅館等に就職する

人材の育成支援を行います。建設産業では、現

場での技能者育成を目的に、建設機械運転の技

能講習や安全作業に関する教育、現場実習など

を組み合わせた訓練を実施いたします。さらに

物流産業では、大型第一種免許の取得や現場で

の実習などによりまして、県内の物流関連企業

への就職につなげていきたいと考えております。

第１号議案平成３０年度一般会計予算のうち

商工労働部関係の説明は以上でございます。御

審議のほど、よろしくお願いいたします。

説明は終わりました。これより質毛利委員長

疑に入りたいと思います。

５４ページの姫島ＩＴアイランド二ノ宮委員

構想推進事業費について、説明いただいて分か

ったんですけど、次のことを教えてください。

このことは大変いいことだと思っています。

ぜひ成功するように祈っているんですけど、ま

ず、誰の発想かと。例えば、村か県か企業から

の働きかけかということ。それから、新聞や、

昨夜もテレビでやっていたんですけど、現状は

２社来ているということで、どのような仕事を

姫島でやっているかということ。それから、将

来１０社ぐらいにということですが、今後の展

望について。

それから、昨日のテレビの中で言っていたん

ですけど、離島の特性をいかしたという言葉が

出てきます。この離島の特性というのがどうも

よく理解できないんですけど。

それから、ＵＩＪターンとか、いろいろな形

で姫島に産業としての影響が出てくると思うん

ですけど、職種柄、今、姫島におる人たちでは

大変難しいんじゃないかとか、そういう考えを

持っています。そういうことで、姫島への産業

的な影響というのはどう考えているかというこ

と。大変すみません、いろいろ多いんですけど。

５点ありました。毛利委員長

昨日、ＯＢＳのインタビュ神崎商工労働部長

ーを受けた立場上、申し上げさせていただきま

す。

まず、どういう形で始まったのかという点で

申し上げますと、姫島村の人口減少が進む中、

このままいくと、もう消滅してしまうという危

機意識を村長以下皆さんお持ちで、何らかの形

でこの姫島村に働く場を作っていきたいと、そ

ういう思いから始まっていると思っております。

今ＩＴ企業が２社来られて、どういう仕事を

しているのかというと、いわゆるシステム開発

をあそこでしています。画像とかを使うと、い

ろんな意味でまた通信環境をさらに整えていか

ないといけないわけですけれども、いわゆるシ

ステム開発ですと、我々は今、相当姫島の通信

環境を整備していますけど、それで十分対応で

きますので、そういうシステム開発をしている

というところでございます。

あと、御質問いただいた中で、離島ならでは

の特性というお話でございますけれども、ある

意味、私は姫島というのは過疎地域の中ではか

なり恵まれていると思っております。例えば、

姫島村の場合、まず環境がすごくいい、海も近

い、あるいは生活もしやすいということもさる

ことながら、いろんな居住に必要な機能、役場

だったり、いろんなお店だったりが結構集約さ

れているというところもある。実は姫島という

のは、一般的な過疎地域の中では環境がいいこ

とに加えて、そういった利点もあるのかなとい

うところで、まず過疎地域の振興の第一歩、一

番最初のモデルとしては、この姫島というのは

逆に恵まれているんじゃないかと考えておりま

す。

１０社の展望という御質問田北情報政策課長

に対しまして、まずはこの２社が姫島に来てよ

かったと、ここで十分活動ができるということ

になるのが第一だと思っております。それを新

たな企業の誘致につなげていきたいと考えてお

ります。そのために、来年度、お試しの企業さ

んが東京から来て、ちょっと姫島で試してみよ

うと、そういったことができるワーキングスペ

ースを整備したり、この２社が持っている力で、
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県外の都市圏のＩＴ企業との交流をこちらでや

っていきたいと考えております。そういった事

業をすることによって、姫島村の良さとか価値

が発信できて、新たな企業誘致につながってい

くんではないかと考えております。

それと、産業への影響について、今、姫島村

の基幹産業というのは、クルマエビの養殖と考

えております。だから、そこに直接の影響はな

いと考えております。このＩＴ企業は、地場の

人材もそうですけれども、域外の人材にも来て

いただいて、そこで就労していただくというこ

ともありますので、地場産業への影響はないと

思います。

もう一つ、このＩＴ企業が来ることで、ＩＴ

企業のＩｏＴの技術力によって地場産業だとか

地域の課題を解決するようなプロジェクト等も

していきたいと考えておりますので、そういっ

た面はあると考えております。

補足で、今、委員から御質神崎商工労働部長

問があった中で、多分最後の点というのは、Ｉ

Ｔ企業だと地場への雇用を生まないんじゃない

かという御質問だと思うんですけれども、まず、

いわゆるＵターンで、姫島村で小中学校時代を

過ごして高校から島外に出たような人を姫島へ

戻していくという意味では、一つ大きな効果が

あると思っております。また、今、田北課長か

ら申し上げたように、ＩＴ企業２社が姫島村の

課題を解決するためのプロジェクトというのを

今後姫島でやっていきますけれども、そういう

プロジェクトをやっていく中で、それがビジネ

スベースに乗ると、そこで雇用も生まれていく

と思っております。また最後に、私どもとして

は、ＩＴ企業だけでなく、ある意味、姫島村の

おじちゃん、おばちゃんたちが働けるような―

―これはどうなるか分からないので、こういう

委員会の場で申し上げるのが適切かどうか分か

りませんけれども、例えば、コールセンターみ

たいなものがもし来れば、ＩＴ企業よりもハー

ドルが低くて、姫島村の方々、年配の方々も働

けるような場が生まれると思っておりますので、

そういった業種まで広げてこの企業誘致をやっ

ていきたいと思っております。

三つの分野で質問をさせていただき桑原委員

ます。

まず、情報政策課の５０ページ、これは多分、

一番上の庁内情報基盤運営管理事業費になるの

かなと思うんですけど、違っていれば指摘して

ください。

平成２７年４月１日から全職員向けの新しい

グループウエアとしてサイボウズのガルーンを

導入というのはどういうことなんですかね。こ

れネット上で、当時の商工労働部情報政策課長

が導入時に、「今後大きな課題はシームレスな

情報共有をどれだけ進められるかです。政策を

実現していくときに、特定の部署で決めていく

という時代は終わりました。部署を横断した議

論を支えるために、より使いやすい情報共有ツ

ールを提供していきたいと考えています」とお

っしゃっております。この課題が現在、克服さ

れているのか、ガルーンのスペース機能を使っ

た所属横断的なグルーピングはどの程度達成さ

れているのかについて御質問します。

そして、２番目が企業立地に関してですけれ

ども、６５ページからいろいろ企業立地に関す

る予算が上がっておりますが、助成金とかはも

ちろんいろいろ御努力されていると思うんです

けれども、企業を誘致している各地域の情報を

しっかりと把握しているのかなと。これを思っ

たのが、ちょうど去年のこの時期、今の佐伯市

の田中市長がこの委員会で発言しているんです

が、佐伯市では興人ライフサイエンスの佐伯工

場が番匠川から最大で９万６千トンを独占的に

取水する権利を国土交通省九州地方整備局から

与えられていて、実際には今半分も使っていな

い。昔はレーヨンを造っていたので、水が必要

だったんですけど、今はそういうことがないと。

それにもかかわらず、独占的ということなんで、

他のところが使ったり、佐伯市が枝分かれして

それをどこかに渡すとかいうことができないか

ら、それが佐伯市の問題だというのを発言され

ているんですね、当時の田中委員が。この興人

との取水許可の期限がこの３月３１日までとな

っているんですけれども、こういうのを更新す

る前に、県として九州地方整備局に興人と佐伯
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市との合意を確認するとか、興人から今後の事

業計画を聞き取り、新たに進出する企業にどの

程度の工業用水を譲渡することが可能なのかと

いうのを把握する必要があるんじゃないかなと

思うんですけれども、それに対する御見解をお

願いします。

最後が、これは多分概要の７１ページ、雇用

労働政策課なんですけれども、先日、森議員が

予算特別委員会で技能実習制度のことについて

質問されました。この技能実習制度の監理団体、

組合になるんですかね、この認定について。本

来の趣旨は外国人技能実習生が日本で働いて、

技能を身につけて本国へ帰って、その技能をい

かすというものですよね。それを考えると、森

議員も言っていましたけれども、その実習生に

とって満足な職場があるのかというところを考

えると、安い労働力として、言葉は悪いですけ

れども、ダークとかグレーの企業で働くよりも、

日本でも誰もが知っているナショナルブランド

の会社で働く方が本来の趣旨に通ると思うんで

すね。でも、組合の中には大企業は入れない、

入っていると認定されないという点が、この趣

旨に照らし合わせてどうなのかというところ、

そこを変えるつもりはないのか。これはちょっ

と私、自分では確認していませんけれども、聞

いた話によると、今の観点から、広島、岡山、

群馬等は大企業の加入が認められているという

ような話も聞いています。

また反対に、実質においては、日本の労働力

不足を補うためという運用もなされていると思

うんですけれども。そうすると、これは法が変

わったのか、政令が変わったのか知りませんけ

れども、もともとは監理団体の組合を作って、

技能実習生を受け入れるまでに例えば共同購入

とか、そういう事例を積み重ねなきゃいけない

じゃないですか。でも、それも規制緩和して柔

軟に対応するところがだいぶ出てきているはず

なんですけれども、こういうことについても、

大企業を入れるとか、法令等に従って規制緩和

するという考えはないのか、教えてください。

まず、情報共有のことにつ田北情報政策課長

きましてお答えさせていただきます。

今現在、情報共有手段としまして、所属で情

報共有できる外部サーバーを設置しておりまし

て、要するに所属内で、職員同士で共有すべき

ものは所属内のファイルサーバーに入れていた

だくということを行っております。そして、昨

年からは新たに部局内での共有サーバーを設置

しまして、部局内での共有というのを行ってお

ります。また、グループウエア、今は「ｅ－オ

フィスシステム」ですけれども、そのシステム

の中に全庁で共有すべき各種様式とか会議、打

合せスペース、そういったものを設けて、職員

間の情報共有をすることとしております。また、

庁外からスマホでスケジュール、メールなどの

グループウエアが確認できる制度も昨年の８月

から取り入れています。こういったことによっ

て情報共有、そして業務の効率化につながるも

のと認識しております。

取水権の関係でござい河野企業立地推進課長

ますけれども、現在、興人では工業用水を酵母

の培養や、発酵原料設備の冷却などに活用して

いると聞いておりますけれども、興人としては

将来も含め、現在、この工業用水の必要量を確

保しているものだと考えております。

番匠川の取水権の更新時期、１０年周期の更

新時期の件でございます。

取水権に関わる手続の窓口は、国土交通省の

佐伯河川国道事務所ですけれども、更新時期に

来ていることはもちろん承知しております。興

人からは既に更新のための申請が国に提出され

ております。現在、国において協議を行ってい

るところと聞いております。

その協議が終了した後に、河川法に基づいて

関係都道府県知事に対する意見聴取の照会があ

る予定で、これは今のところ４月頃かと考えて

おります。これを受けて、河川課から佐伯市に

も意見聴取が行われる予定です。その意見聴取

の結果なども踏まえ、当課としても必要に応じ

て、県河川課に意見を伝えたいと思っておりま

す。

外国人技能実習に関し後藤雇用労働政策課長

てお答えいたします。

今回の外国人の技能実習の適正な実施及び技
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能実習生の保護に関する法律というのは新しく

できた法律で、法務省と厚生労働省の共管の法

律になっております。監理団体については、こ

れまで届出等でしたが、今回から許可制となっ

ております。許可申請書はこの法律に基づいて

新しくできた外国人技能実習機構に提出して、

最終的には所管の省庁が許可をするという流れ

になります。監理団体になれる法人というのが、

営利を目的としない法人ということで、商工会

議所、商工会、中小企業団体、職業訓練法人、

農業協同組合、漁業協同組合、公益社団法人、

公益財団法人となっております。中小企業団体

にはいわゆる事業組合等が含まれておりますが、

中小企業団体については、ここに大企業が入る

のは多分無理ではないかなと思っております。

公益社団法人、公益財団法人も組合というも

のではないので、大企業が加入するのはちょっ

と難しいのかなという感じを持っております。

ということなので、県下の今の監理団体は２

月時点で１９件ほど許可がされておりますけれ

ども、事業組合については中小企業団体という

ことなので、なかなか大企業が加入するのは難

しいのかなと思っています。

もう１点を。毛利委員長

もともとは共同購入とかを１年しな桑原委員

いと外国人を受け入れないとかいう決まりがあ

ったのが撤廃されているのに、大分県はまだそ

こは残しているんじゃないですか。

ちょっと私、制度を細大友商工労働企画課長

かくは承知していないですけれども、事業協同

組合には中小企業団体中央会がいろんな指導を

しています。その中で、今言われたように、こ

れまでの制度としてはいろんな事業実績があっ

て、この監理団体になるということが言われて

いましたけど、それはなくなっていますので、

我々としても中央会との協議の中で、そういっ

たところは外して、そもそもそういう監理能力

があるかどうかという基準で認可するようにと

話はしております。

この実習制度が団体監後藤雇用労働政策課長

理型というものと企業単独型というのがござい

ます。企業単独型で、大企業が海外の現地法人

で技能実習を受け入れるという仕組みはござい

ます。

まず情報政策課の方なんですけれど桑原委員

も、お話を聞くと、何か当時の課長が言ってい

た部署を横断した議論を支えるとか、そこまで

いっていないのかなと思います。ただ、こうい

うことは全庁にわたることなので、商工労働部

が声を上げてもどうかなというのがあって、こ

ういうことこそ部署横断で商工労働部と総務部

がしっかりそういうものを使っていく。多分こ

のｅ－オフィスの能力を全部使い切れていない

んじゃないかなと思いますので、これはちょっ

と部局の中で相談して進めていただきたいと思

います。何かあったら教えてください。

そして次が、佐伯には限らないんですけれど

も、これは例えばで言っているんですけれども、

佐伯につきましては、田中市長に聞いたところ、

何か水が必要な企業があった場合には、法人が

未利用枠を何とかするみたいなお話、内諾みた

いなのはあるみたいなんですね。だから、そう

いうところもちゃんと把握して企業立地をして

いただければと思いますので、よろしくお願い

いたします。

そして、最後の技能実習生の大手の件は、ち

ょっとこれももう１回研究して、また御相談さ

せていただきます。

情報共有の件で、県庁内部田北情報政策課長

局横断ということで、電子県庁本部会議の下に

業務高度化作業部会というのを昨年から作って

おります。この中には、当然中心は私ども、そ

して行政企画課とか人事課等が入っていまして、

各主管課にも入ってもらっています。この中で、

いろんな業務の高度化や、実施に向けての検討

をやっております。その中でやることになった

ものにスマホとかタブレットによる外での使用

もあります。そういった組織を作っております

ので、この中でしっかり議論をしながら効率化

に向けてやっていきたいと考えております。

私からは二つの事業で、まず２３ペ三浦委員

ージ、おおいたスタートアップ支援事業費です。

おおいたスタートアップセンターというのが

平成２７年スタートだったかなと思います。こ
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れは本当にここに書いているように、起業家の

創出がまず重要ということでスタートされたと

思いますけれども、今３０年度の予算の話をし

ています。これまでの起業家の創出数、あわせ

て今年度どうだったのかというのをお尋ねした

いと思います。

その下のアクセラレーションプログラム、こ

れはちょっと下に書いていますけど、私のイメ

ージだと、大手企業がベンチャー企業等に出資

をするというようなイメージなんですけれども。

この２，５００万円はこのプログラムに要する

経費と書いていますが、ちょっと分かりづらい

ので教えていただきたいなと思います。

もう１点が、６３ページの県産加工食品海外

展開支援事業費です。

大分県上海事務所、これ２００６年から事務

所をオープンされているんじゃないかと思いま

す。この予算等ですけれども、多分県庁職員が

１名、中国人のスタッフが１名、２名で今運営

されているんじゃないかと思っているんですけ

れども。この設置に要する経費の積算がどうな

っているのか、事務所のリニューアルなのか拡

大なのかも踏まえて、少し状況を教えていただ

きたいなと思います。

まずは、創業実現の冨田経営創造・金融課長

件数ですけれども、２７年度が５１３件、２８

年度が５５１件、今年度が１２月までの数字な

んですけれども、４４０件、この今年度の４４

０件につきましては、昨年度の同月比で比べる

とまだ増えておりますので、見込みでは昨年度

を超える実績が出るんじゃないかと思っており

ます。

それから、アクセラレーションプログラムの

内容ですけれども、さきほど申し上げたように、

成長志向の高い起業家の支援ということで、外

部の専門家によるハンズオン、マンツーマンで

の支援を外部機関に委託するという委託費と、

実際にビジネスモデル、ビジネスプランを実現

するためにいろいろ試作開発も必要になってき

ます。サービスであったり、商品であったり、

その試作にかかる経費の補助も予定をしており

ます。

対象とする企業なんですけれども、今のとこ

ろ５社程度を予定しております。そういった補

助に係る経費と外部専門家への委託が主な内容

になります。

上海事務所の森山商業・サービス業振興課長

維持経費ですけれども、３，０３０万７千円は

全て日中経済協会への負担金です。その積算で

すけれども、内容としましては、現地スタッフ

の給料、事務所の管理費として借上料の分担、

それから職員住宅の借り上げ、実際の事業を実

施する、現地で活動する事業費、それから日本

への帰国とか連絡等の旅費を積算しております。

２３ページのスタートアップ支援事三浦委員

業は、すごい起業数だなと本当に今数字を聞い

て驚いております。とりわけアクセラレーショ

ンプログラムは、外部委託５社ということです

けれども、その５社の選定は、当然大手企業だ

ったり、投資家からそういった投資が望めると

いう御判断でされると思いますけれども、どう

いった事業なのか、お答えできる範囲で結構で

すので、お答えいただきたいなと思います。

もう１点、県産加工食品海外展開支援事業費

の関係で、県産加工食品海外販路開拓支援事業

費補助とか出ていますけれども、２月に九州各

県議員交流セミナーというのが長崎県でありま

して、県議会のメンバー数名で参加しました。

資料のちょうどその下の貿易振興事業費にジェ

トロというのが出ているんですけれども、セミ

ナーではジェトロの前田理事から講演をいただ

きました。グローバル化の中の地方創生、ジェ

トロの役割ということでの講演だったんですけ

れども、他方、いろんな方面から海外戦略とい

うのは考えられます。このジェトロをもっと活

用するというのはどうなのか。ジェトロは国内

もそうですが、海外でも７４か所ぐらい事業所

等を設け、当然アジアにもかなり設けているん

ですけれども、その辺の活用の方がもっと県産

品の販路が広がるんじゃないかなと感じている

んですけど、どうでしょうか。

まず、５社ですけれ冨田経営創造・金融課長

ども、おっしゃるとおり、投資家の投資に見合

うような企業を出していきたいと思っておりま
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す。今のところ想定されますのが、既に創業し

ているところで、さらに、成長支援のセミナー

を開いておりますので、そういったセミナーに

参加している企業や創業者であったりとか、あ

るいは県が設置している又は県が指定をしてお

りますインキュベーション施設に入居している

創業者であるとか。あるいはこの中でもやって

いるんですけれども、留学生の起業というとこ

ろに力を入れておりますので、そういったグロ

ーバルの視点でいろいろなビジネスアイデアを

持っている留学生が対象になってくるんじゃな

いかなと考えております。

ジェトロとの森山商業・サービス業振興課長

連携、活用ということですけれども、当然県内

の大分貿易情報センターには、県内企業に対す

るいわゆる貿易の知識、ノウハウとか、そうい

った部分での協力をいただいております。また、

実際の海外展開のときの事業もジェトロと共催

と言いますか、ジェトロが設ける見本市等のブ

ースに大分県として出展する。あるいは向こう

からロサンゼルスで日本の焼酎を開拓していこ

うという取組の提案がありまして、そういった

ものにも３０年度はチャレンジしていこうと。

あるいはこれまでも新たな販路開拓先としてベ

トナムとかにも行っていますけど、そのときも

現地のジェトロの方に御協力いただいて、バイ

ヤーを紹介してもらったり、そういう連携をし

ております。

おおいたスタートアップ支援事業で三浦委員

すけれども、とりわけ志が高いというか、若い

起業家への支援が今１，５００件を超えようか

という感じですので、ぜひアフターフォローを

しっかりしていただきたいなと思います。

県産加工食品関係ですけれども、これは今、

新規事業で出てきたんで、悪くはないとは当然

私も思っているんですけれども。４千万円の事

業ですから、そのうち３千万円は事務所の経費

ということでよく分かったんですけれども、例

えば、今言ったジェトロとかも含めて、そちら

を強力に連携していった方がもっともっとさら

に輪が広がるんじゃないかなと、イメージでは

そういうのがありました。答弁はもう結構です

ので、思いだけ伝えたいと思いました。

これは新規事森山商業・サービス業振興課長

業となっておりますけれども、実際には東アジ

アビジネスの衣替えという形になっております。

これまでは行き先を県が東アジアと狙いを定め

ていたものを、企業それぞれに思いがあって、

北米にも行きたいとかヨーロッパにも行きたい

と。そういうような取組を進めていますので、

そちらの方を個別に支援するという補助金を新

たに盛り込んだというものでございます。

２点お伺いいたします。河野委員

まず、３６ページのエネルギー関連産業成長

促進事業費について、さきほど御説明の中で、

水素関連事業に対する支援が入れられていると

いうことで、前の部長の時代からずっと私は、

大分県の水素産業の基盤というものが九州では

ずば抜けた存在であって、いわゆるコンビナー

ト群、あるいは製鉄所、こういったところから

出る副生水素の利活用をやらなければ本当に損

だなということで、これを利用した地域づくり

ということまで広げた産業化が可能じゃないか

というお話を度々してきました。そういった質

問をするたびに、副生水素の不純物等をどうや

って取り除くのか、いわゆるコスト面等でなか

なかまだ技術的なブレークスルーがないという

ようなお話をいただいてきたわけです。こうい

った部分は今、どういう段階にあるのか。県内

では江藤産業みたいなところが水素ステーショ

ンを設けていて、大分市がトヨタのミライとい

う水素エネルギーを使うスタックカーを導入さ

れていらっしゃるという程度にしか、実際の水

素活用をした姿というのが見えないもんですか

ら、大分県内での水素活用の方策に向けて、今

どういう状態なのかというのをお聞かせいただ

きたいのが１点です。

それから、２点目として、８５ページの女性

のスキルアップ総合支援事業費の中で、さきほ

ど在宅ワークのマッチング交流会をというお話

がございましたけれども、いわゆる在宅ワーク

の従事者を求めている企業、需要というのは大

体どのくらいあるのかという部分についてお聞

かせください。
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以上２点お願いいたします。

副生水素の活用ということ工藤工業振興課長

でございますけれども、不純物を取り除く、具

体的に言いますと、パラジウムという金属を透

過させて水素を純化するような装置があって、

そのパラジウムというのが非常に高価なレアメ

タルだということで従来は非常にコストもかか

っていたんですけれども、それに代わる金属で

副生水素を純化できるような技術を高専の松本

先生が開発しております。現在、県内の中小企

業が合同会社を作りまして、松本先生にもその

合同会社に加わっていただいて、低コストで副

生水素から純度の高い水素を精製する装置を開

発するモデルを作っております。従来、県単で

支援してきたものは、今年は中小企業庁のサポ

イン事業という、３か年でかなりのお金がいた

だける事業に採択されまして、この技術につい

ては非常に私どもも有望だと思っておりますの

で、来年以降も引き続き支援していきたいと思

っております。

それから、水素の活用策ということですけれ

ども、委員のおっしゃるように、いくら水素を

たくさん取り出しても、燃料電池車の普及がこ

の程度でありますと出口がないというようなこ

とも非常に課題でございます。今、同じグルー

プが県単事業で取り組んでおりますのは、その

水素をエネファーム、いわゆる燃料電池と合体

しまして、それで熱利用発電、家庭用装置がで

きないかというような実験をやっているという

現状でございます。

在宅ワークについて、後藤雇用労働政策課長

県内企業がどれくらい導入しているかというデ

ータは持ち合わせてはいないんですけれども、

今年２月５日に初めて企業向けの在宅ワークの

説明会を行いました。これは公募して参加者を

募ったわけですが、ソフトウエア業やサービス

業、広告デザインとか建設コンサルタントなど

様々な事業所から２７社の御参加をいただいた

ところです。アンケートを取りましたところ、

依頼したい業務内容としてホームページ制作や

データ入力、ライティング、デザイン、イラス

ト制作、プログラミング等というようなお考え

をお聞きいたしました。

在宅ワークは、人手不足が続く中で、人材の

確保とか専門的な業務を外に出すとか、繁忙期

に仕事をしてもらってコスト削減につなげると

か、いろんな企業にメリットがございますので、

そういった部分で企業向けの啓発を行いながら、

県内企業にも在宅ワークを活用していただきた

いと考えております。

水素の活用、展開について言います河野委員

と、この前も代表質問で紹介した自治体の中で、

さきほど言われたように、エネファームを使っ

た地域の熱源、電力源、こういったものの提供

が既に経産省等の補助事業という形で始まって

いますし、九州の中で言えば北九州市が先端を

行っているわけですね。広域的な部分ではです

ね。そういった意味で、エネルギーの供給源と

しての役割が非常に大きくなっていくことも含

めて、企業群と連携して、大分県としての振興

ビジョンというものをぜひ作っていただけたら

なというのが要望です。

それから、マッチングの関係ですけれども、

この在宅ワークの考え方というのは、女性に限

らず、さきほど言われたように、離島とか、あ

るいはそういった条件不利地での仕事という部

分で大きな展開力のあるお話かなと思っており

ます。そういう意味で広げていき、需要開拓を

していただいて、中山間地等で、そこにいらっ

しゃる方々の働き口の確保策としてぜひ活用い

ただけたらと要望しておきたいと思います。

さきほど２７社と申し後藤雇用労働政策課長

上げました。すみません、２４社で２７名の参

加です。

私からは２点、まず２１ページ、大友副委員長

経営革新加速化支援事業費なんですけれども、

現在の経営革新の申請数、採択数の推移という

のはどういう感じになっているかというのをお

聞きしたい。あと、他県と比べて申請が多いの

か少ないのか、その点もあわせてお伺いしたい

と思います。

２点目が、８５ページ、おおいたの産業人材

確保・育成事業費です。９千万円ほど付いてい

まして、民間の教育機関、何社かに委託すると
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いう説明を受けたと思うんですけれども、この

委託内容というか、何社ぐらいにどういう内容

で委託をして、これによって何人育成するとい

う目標設定ができているのか、その点をお伺い

いたします。

経営革新の計画の承冨田経営創造・金融課長

認件数で申し上げますと、直近２８年度、昨年

度は９６件、その前２７年度が９１件です。今

年度が２月末までで６９件で、３月の予定が３

１件ですので、多分今年度は１００件の計画承

認ということになりそうです。

この件数なんですけれども、九州各県で見ま

すと、福岡に次いで２番目に多い数ということ

になっております。

おおいたの産業人材確後藤雇用労働政策課長

保・育成事業ですけれども、これは観光、建設、

物流ごとに、こういった研修をしたいという仕

様書で公募して、プロポーザルで委託企業を募

るという形でやりたいと思います。なので、何

社かに別々にというわけではなくて、何社かが

提案したものから選ぶという形になります。た

だ、実習先の企業については、観光、建設、物

流等、それぞれの関係団体と協議して、その実

習受入れ企業に手を挙げていただいて、そこに

実習に行っていただくということを考えており

ます。

分かりました。大友副委員長

経営革新の方なんですけど、九州で２番目に

多いということで、経営革新の承認を取ったと

ころは結構伸びていく会社が多いと思います。

採択されて、その後業績が伸びているところと

そうでないところがあると思うんですけれども、

その辺の割合的なものを教えていただきたいの

と、その後のアフターフォローをどういう形で

やっているのかというのをお聞かせください。

まず、１点目ですけ冨田経営創造・金融課長

れども、付加価値の伸びで見ておりまして、付

加価値というのが営業利益と人件費と減価償却

費を足したものです。利益を出して、それから

雇用もして、設備投資もしましょうということ

なんですけれども、この伸びを年率平均３％以

上伸ばしていきましょうという計画を作ってい

ただきます。計画自体は３年から５年の計画で

すが、実際にそれを達成している企業を計画期

間が終わったところで調査しております。回答

の中で達成をしているのが、大分県の場合が５

７．５％です。

ちなみに、全国の達成率が３８．７％という

ことですので、大分県は結構しっかりと経営革

新を進めているということです。

フォローなんですけれども、計画期間は当然

進捗状況も確認をしますし、それからさきほど

の事業にありますように、補助金もありますの

で、そういったものの利用もしていただくとい

うことで、計画期間中はしっかりと、そういっ

た企業さんの状況確認あるいは助言をしている

というところであります。

さきほど、成果目標の後藤雇用労働政策課長

答弁が漏れておりました。

この事業は３年間の事業でございます。３０、

３１、３２年の３年間の事業で、全体の就業者

数は１５２人を目標にしております。具体的に

は、観光産業が６０人、建設が４８人、物流が

４４人、計１５２名の就職者数を目標としてお

ります。

大分は５７．５％達成というこ大友副委員長

とで、非常に成績がいいようでよかったんです

けど、心配だったのは、認定されて助成をされ

たけど、伸びないまま終わっていますよという

ところが多かったらどうなのかと思ったんです。

こういう状況であれば、この率をもっともっと

上げて、県内の中小企業をさらに活性化してい

ただきたいと思います。

６３ページで、さっき三浦委員か二ノ宮委員

ら質問があった関連ですが、農産物の加工につ

いてです。大分県で自信を持って売ろうとして

いる商品名、ベストスリーをあげてください。

今、海外展開森山商業・サービス業振興課長

で一番売れているものは、やはりお酒で、日本

酒です。それから、リキュール、梅酒といった

付加価値のあるものが売れています。

それ以外のものは、それぞれ個別の商品名に

なってしまうので、なかなか――菓子類が今、

割と売れ筋になっております。
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農林水産部が農産物の海外展開と二ノ宮委員

いうことで同じような取組をしているので、予

算特別委員会の農林水産部のときにも聞きまし

た。私はこっちの委員会におるから、ここで聞

きたかったんですけど。さきほど上海のことも

あったんですけど、何を売るか、売るものが余

り多くないんじゃないか。特に農産物は加工し

ていない農産物として売るけれども、こちらは

加工品で、二つに分かれていていて物すごく非

効率だと思うんですよ。そして農産物は何かと

いうと、例えばなしとかかぼすとか、もう大分

県の総生産の０．５％ぐらいしか海外に売って

いない。それにしては割と金をかけている。だ

から、どうせやるなら加工しようと加工しまい

と、やはり海外を相手にするんやったら、私は

一緒になってやるべきだと思っています。ぜひ

これは検討してください。なぜ別々にやってい

るかなと思って。

生鮮品と加工森山商業・サービス業振興課長

食品とを別々にやるというのは、実際に向こう

に売りに行くときの物流などが全然異なってい

ます。一緒に全く同じやり方をするというのは

なかなか難しい。ただ、大分県のものを売ると

いう形で、例えば、台湾プロモーションとか、

米国本土の展示会を使ったプロモーションとか、

そういったものには農林水産部と商工労働部と

一緒になって行く。向こうにアピールしようと

するときには一緒にやりましょうと。しかし、

売り先が異なっているので、なかなか一緒にや

りにくいというのが現状でございます。

ただ、そういう年間の事業で一緒にできるも

の、連携できるものを話し合う場ということで、

海外の宣伝本部の中に県産品の販路開拓の部会

を設けて、毎年協議をして、どこの国にどうい

ったところでどういうプロモーションをしてい

きましょうというような協議を行っております。

ほかによろしいですか。毛利委員長

〔「なし」と言う者あり〕

委員外議員の方は、質疑などはあ毛利委員長

りませんか。

１点だけ。この前、予算特別委堤委員外議員

員会でも質問した、小規模事業支援事業費の関

係なんだけど。昨年だったかな、出前県議会で

宇佐に行ったときに、商工会議所に入っている

青年業者が、入っているだけでなかなか役に立

たんと。手取り足取りじゃないけれども、そう

いう親身になった支援が欲しいという発言をさ

れていた青年の社長がおるんやけれども、そう

いう方々に応えるための事業だろうし、せっか

く現在でも３万回も指導しているじゃないです

か。３万回行ったときの個店の情報というか、

利点とか、こういう点を改善せないかんとか、

そういう情報を一元的に管理して、全体で、小

規模事業者の状況は今こういうふうになってい

る、だからこの点を特に改善した方がいいとい

うふうな、何か情報の一元化のような形という

のは考えてないかな。せっかく回るのにね。

今言われたようなこと大友商工労働企画課長

は、各商工会の段階であれば、そういうことは

あると思います。県には多分そこまで入ってき

ていないですね。各商工会でやるときに、その

地域の課題とかは当然分析しながらやっている

だろうと思いますので。それは我々のところに

届く、届かないは別にして、今、委員がおっし

ゃったように、指導する上で非常に大事な情報

です。正にこちらでも予算を拡充してやってい

ますから。商工会、連合会、商工会議所を含め、

そういったところをまた今後の普及指導の充実

という意味で、資質向上も含めて、議論のそ上

に載せながらやっていきたいと思っています。

分かりました。よろしく。堤委員外議員

それでは、以上で質疑を終わりま毛利委員長

す。

なお、採決は労働委員会の審査の際に一括し

て行います。

次に、第５号議案平成３０年度大分県中小企

業設備導入資金特別会計予算について、執行部

の説明を求めます。

第５号議案平成３０冨田経営創造・金融課長

年度大分県中小企業設備導入資金特別会計予算

について説明いたします。

それでは、さきほどの商工労働部・労働委員

会予算概要の２ページをお開きください。

表の左から２列目、予算額（Ａ）欄の一番上
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にございますとおり、本特別会計の歳入歳出予

算額は、それぞれ９，２４８万３千円です。

この中小企業設備導入資金特別会計は、中小

企業者が連携・共同して経営基盤の強化に取り

組む事業に対し融資を行う高度化資金の貸付事

業に係るものでございます。

続きまして、８７ページをお開きください。

事業名欄の一番上、高度化資金貸付金３，６

３５万８千円は、中小企業者の集団化、共同化

など、高度化事業を進めるための資金を融資す

るものです。具体的には、九州各県のガス会社

で構成されます事業協同組合が、地震対策とし

て、耐震性の高いガス管に取り替える事業に対

し、その事業費の一部を貸し付けるものです。

次に、その下の償還金２，２２９万８千円及

びその下の繰出金３，０３５万６千円は、高度

化資金の貸付先である事業者からの償還金につ

いて、中小企業基盤整備機構への償還及び県の

一般会計への繰出しを行うものです。

説明が終わりましたので、これよ毛利委員長

り質疑に入ります。質疑はございませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

委員外議員の方は、御質疑はあり毛利委員長

ませんか。

一つだけ。高度化資金の滞納は。堤委員外議員

以前からの分。

高度化資金の未収金冨田経営創造・金融課長

ということで、七つの貸付先に対して約９億２

００万円の未収金がございます。

かなり前から。何年ぐらい、昭堤委員外議員

和の時代。

かなり古いものから冨田経営創造・金融課長

あります。基本的に回収に努めるということで

行っておりますけれども、どうしても回収がで

きないというものにつきましては、議会にお諮

りして、不納欠損の処理をさせていただいてお

ります。

ちなみに、回収できない理由とい毛利委員長

うのは。

まず、貸し出した先冨田経営創造・金融課長

の事業者が倒産しているとか、もう資力がない

とか、あと当然保証人もありますので、その保

証人がもう資力がないというところです。ずっ

と相続まで追いますので、そういう点では漏れ

なく回収可能性があるところは当たっていて、

どうしても駄目なときにはというところです。

では、これより採決いたします。毛利委員長

本案は、原案のとおり可決すべきものと決す

ることに、御異議ありませんか。

〔「異議なし」と言う者あり〕

御異議がないので、本案は原案の毛利委員長

とおり可決すべきものと決定いたしました。

次に、第６号議案平成３０年度大分県流通業

務団地造成事業特別会計予算について、執行部

の説明を求めます。

第６号議案平成３０年河野企業立地推進課長

度大分県流通業務団地造成事業特別会計予算に

つきまして、御説明いたします。

商工労働部・労働委員会予算概要の２ページ

にお戻りください。

予算額（Ａ）欄の上から２番目にございます

とおり、本特別会計の歳入歳出予算額は、それ

ぞれ６億４，２０１万円４千円でございます。

続きまして、９１ページをお開きください。

事業名欄の上段の流通業務団地造成事業費６

億２，４８９万４千円は、流通業務団地におけ

る安全・防災・環境対策などを行うとともに、

起債償還のために減債基金への積立てを行うも

のです。

また、下段の公債費１，７１２万円は、起債

借入金の利子の償還を行うものです。

説明いただきましたので、質疑に毛利委員長

入ります。御質疑はございませんか。

これは利子の分の公債費なんですが、河野委員

元本の部分というのは、まだ償還が始まってい

ないのか、あるいは売れたときに元本を返す仕

組みになるのか、教えていただきたい。

元本につきましては、河野企業立地推進課長

起債をしたときに借入れのときに決められた時

期がございますので、それに到達したものにつ

いては元本を返すと。残っているものが今いく

つかありまして、その利子だけは毎年払ってい

て、元本はその時期が来たらまとめて返すとい

う仕組みになっております。
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ほかにございませんか。毛利委員長

〔「なし」と言う者あり〕

委員外議員の方は。毛利委員長

〔「なし」と言う者あり〕

ほかに御質疑もないようでありま毛利委員長

すので、これより採決いたします。

本案は、原案のとおり可決すべきものと決す

ることに、御異議ありませんか。

〔「異議なし」と言う者あり〕

御異議がないので、本案は原案の毛利委員長

とおり可決すべきものと決定いたしました。

次に、第３９号議案大分県企業立地促進資金

貸付基金条例の廃止について、執行部の説明を

求めます。

第３９号議案大分県企河野企業立地推進課長

業立地促進資金貸付基金条例等の廃止について

御説明いたします。

委員会資料の３ページをお開きください。

大分県企業立地促進資金貸付基金条例は、発

電用施設周辺整備地域における企業立地の促進

を図ることを目的として設置しているものでご

ざいまして、この基金を活用して設備資金の貸

付事業を行っております。

基金の財源は国の電源立地地域対策交付金で

ありまして、県が貸付に必要な資金の４分の１

をこの基金から無利子で金融機関に預託するこ

とで、金融機関が低利な融資を行えるようにし

ています。

昭和６２年の制度創設以来、２６の企業に対

し融資を行ってまいりましたが、平成１９年度

以後は融資実績がございません。

本貸付事業は、全国１９県で実施されていま

したが、市中金利の低下等、社会経済情勢の変

化により、全国的に貸付けが低調となっており

まして、基金が有効活用されていない状況でご

ざいます。

このため、国は基金造成費補助金等の活用に

関する指針を示して、各県に基金の他事業への

充当等を求めているところです。

こうしたことを受け、本県においては、昨年、

基金残額の一部を他事業に充当いたしましたが、

今年度においても利用実績がなく、今後も利用

が見込めないことから当該基金を廃止いたしま

して、基金積立額及び運用利息の全額、計１億

２，５１４万５，０５８円を他事業に充当した

いと考えております。

これより、質疑に入りたいと思い毛利委員長

ます。御質疑がありましたら挙手をお願いしま

す。

〔「なし」と言う者あり〕

委員外議員の方は、何か。毛利委員長

〔「なし」と言う者あり〕

質疑もないようでありますので、毛利委員長

これより採決いたします。

本案は、原案のとおり可決すべきものと決す

ることに、御異議ありませんか。

〔「異議なし」と言う者あり〕

御異議がないので、本案は原案の毛利委員長

とおり可決すべきものと決定いたしました。

以上で、付託案件の審査を終わります。

次に、執行部より諸般の報告をしたい旨の申

出がありましたので、これを許します。

介護・福祉関連機器開稲垣産業集積推進室長

発部会の設立について、御報告いたします。

委員会資料の４ページを御覧ください。

１設立趣旨でございますが、昨年３月に東九

州メディカルバレー構想特区計画が再認定され、

これまでの医療機器分野に加えまして、介護・

福祉機器の分野にも対象領域を拡大したところ

でございます。

介護・福祉現場には在宅や施設利用の様々な

場面におきまして、高齢者や障がい者と介護者

双方の視点から多くのニーズが存在していると

考えられております。そこで、関連機器の開発

や普及を促進し、産学官連携による医療関連機

器産業の集積を図るとともに、高齢者や障がい

者の自立支援や介護現場の生産性向上等を目指

すため、大分県医療ロボット・機器産業協議会

の専門部会といたしまして介護・福祉関連機器

開発部会を先月の２２日に立ち上げたところで

ございます。

この部会は、県内の産学官の関係者により構

成されておりまして、介護・福祉現場からの機

器開発ニーズとものづくり企業の技術力とのマ
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ッチングや販路拡大に向けた企画などを行うこ

ととしております。特に今回は、２の運営組織

にございますように、現場の声を多く取り入れ

るために、社会福祉介護研修センターをはじめ、

様々な福祉関係の団体に参画していただいてい

ます。

また、３の経緯の二つ目の丸のとおり、部会

主催の行事として、太陽の家との連携により、

障がい者や施設職員が日頃感じている機器開発

ニーズの探索交流会を今月の２日に開催し、約

１００件の現場ニーズの中から市場性や先行品

の有無、現場の意見などを踏まえ、日常生活支

援や移動支援、介護業務支援などのテーマ別に

２３件が発表されたところです。

４の今後の取組といたしましては、ニーズに

対する機器開発を進めるため、ものづくり企業

が中心となったワーキンググループ活動や試作

品開発、研究開発に対する支援を行うこととし

ています。あわせて、部会に参加の福祉関係団

体の協力を得ながら、幅広いニーズ収集を進め、

大分産の介護・福祉機器の開発・普及につなげ

ていきたいと考えています。

ただいま報告がありましたが、こ毛利委員長

の報告について御意見、御質疑はございません

か。

いわゆる施設福祉から在宅福祉へと河野委員

いう流れもあるわけでありますが、介護あるい

は福祉といった分野の在宅支援に携わっていら

っしゃる方というのは、この組織体の中には加

わらないんでしょうか。

団体のメンバーには介稲垣産業集積推進室長

護関連ということで、例えば、介護福祉士会と

か県の作業療法協会、また理学療法士協会等々

が入っておりまして、また、老人保健施設協会

も入っております。そういった施設の方々の意

見を聴きながら、現場ニーズを拾い上げていき

たいと思っておりますし、明野にあります社会

福祉介護研修センターに県産機器の展示コーナ

ーを設けて、日頃からそこを訪れる在宅に携わ

っている方々の意見も拾い上げるようにしてお

りますので、そういった方々の意見も参考にし

ながら、機器開発につなげていけたらと思って

おります。

施設と違って、在宅というのは特殊河野委員

な状況にあると思います。やはり狭い居室内の

移動介助といった部分について、実需があるの

は、これからはそっちじゃないかなと思います。

私も介護研修センターでいろいろ展示している

のは何回も見ておりますけれども、実際に本当

に使えるのかなという部分もかなりありますの

で、その辺、やはり現場の声というのをもう少

し反映できる仕組みづくりが必要ではないかと

思いますので、ぜひ御検討ください。

今の御指摘を踏まえて、し神崎商工労働部長

っかりとこの検討の場も含めて考えていきたい

と思います。よろしくお願い申し上げます。

委員外議員の方は。毛利委員長

１点だけ。これは本部という吉冨委員外議員

か、部会はどこが担当で、本部はどこに置くん

ですか。

県の産業集積推進室の稲垣産業集積推進室長

中に大分県医療ロボット・機器産業協議会とい

う団体がございまして、その中にこういった専

門部会を設けるというようなものでございます。

ほかに御質疑もないようでありま毛利委員長

すので、これで諸般の報告を終わります。

この際、何かございませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

別にないようですので、これで商毛利委員長

工労働部関係の審査を終わりますが、ここで、

一言私から御挨拶を申し上げます。

〔毛利委員長挨拶〕

〔神崎商工労働部長挨拶〕

〔広沢審議監挨拶〕

これで、商工労働部関係の審査を毛利委員長

終わります。お疲れさまでした。

〔商工労働部、委員外議員退出、労働委員

会入室〕

それではこれより、労働委員会関毛利委員長

係の審査に入ります。

まず、第１号議案平成３０年度大分県一般会

計予算のうち、本委員会関係部分について、執
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行部の説明を求めます。

労働委員会関係の当初予算につ太田事務局長

いて、御説明申し上げます。

お手元の平成３０年度予算に関する説明書の

２８０ページをお開き願います。

当委員会が関係する歳出科目は、第５款労働

費の第４項労働委員会費でありまして、予算合

計額は、表の右上にありますように９，０１９

万４千円でございます。

その内訳といたしましては、第１目の委員会

費１，２１６万３千円であります。

その具体的内容は、中ほどの事業名欄に記載

しておりますとおり、委員報酬の８９３万３千

円と運営費の３２３万円であります。

委員報酬につきましては、総会や不当労働行

為事件の審査等の報酬であります。

運営費につきましては、労働争議の調整や個

別労働関係紛争のあっせん員の報酬、各種会議

等への出席旅費など委員の活動に要する経費で

ございます。

次に、第２目事務局費７，８０３万１千円で

あります。

その具体的内容は、事業名欄にございますよ

うに、給与費の６，９６２万２千円と運営費の

８４０万９千円であります。

給与費につきましては、事務局職員８名の人

件費、運営費につきましては、非常勤職員に係

る経費のほか、事務局が行う不当労働行為事件、

労働争議の調整事件等の調査及び連絡会議の出

席等に要する事務的経費でございます。

説明いただきましたので、これよ毛利委員長

り質疑に入りたいと思います。御質疑をお願い

いたします。

〔「なし」と言う者あり〕

それでは、質疑もないようでござ毛利委員長

いますので、これで質疑を終わります。

これより、さきほど審査いたしました商工労

働部関係とあわせて採決いたします。

本案のうち、本委員会関係部分については、

原案のとおり可決すべきものと決することに、

御異議ありませんか。

〔「異議なし」と言う者あり〕

御異議がないので、本案は原案の毛利委員長

とおり可決すべきものと決定いたしました。

以上で付託案件の審査を終わります。

次に、執行部より諸般の報告をしたい旨の申

出がありましたのでこれを許します。

平成２９年における不当労働行太田事務局長

為事件及び調整事件の審査等の実施状況につき

まして御報告いたします。

お手元にお配りしております商工労働企業委

員会資料の１ページをお開きください。

初めに、不当労働行為事件でございますけれど

も、不当労働行為事件は、使用者が、労働組合

法で禁止されております組合員に対する不利益

取扱いや団体交渉拒否等の不当労働行為を行っ

たかどうかを審査し、救済命令を出したり和解

の勧奨等を行うものでございます。

２９年は、前年、前々年からの継続案件２件

と新規に申立てのありました１件の合計３件を

取り扱っております。

まず、平成２７年分でございます。これは、

労働組合法第７条第１号の不利益取扱い等に対

する申立てでございます。

請求する救済の内容は、「組合員であること

を理由として、配車及び賃金について、申請者

組合員を差別してはならない」、「申請者組合

員に対し、配車差別により生じた賃金の差額及

び差別が是正されるまでの間、配車差別前の平

均賃金相当額を支払わなければならない」、以

上についての「ポスト・ノーティス」、いわゆ

る謝罪文掲示となっております。

審査の経過でございますけれども、労働委員

会委員等による調査８回と審問２回を行い、公

益委員会議での合議を経て、２９年９月２９日

に申立てを棄却する命令書を両当事者に交付し、

終結したところであります。

なお、この案件はその後、中央労働委員会に

再審査の申立てがあり、現在も継続中でござい

ます。

次に、平成２８年分でございますけれども、

これは労働組合法第７条第３号の支配介入につ

いての事案でございます。

請求する救済の内容は、「申立人の分会に対
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する弱体化を図った行為に対し、是正措置を講

じること及び今後そのような行為をしないこと

を内容とする文書を申立人に手交しなければな

らない」となっております。これは、下請企業

の組合員が受託元の会社を訴えたものでござい

ます。

審査等の経過ですが、委員等による調査を４

回、審問を２回行い、公益委員会議での合議を

経て、２９年３月１７日に申立てを棄却する命

令書を交付し、終結しております。

次に、平成２９年分でございます。これは労

働組合法第７条第２号の団体交渉拒否等に関す

る事案でございます。

請求する救済の内容は、「団体交渉に対し、

根拠となる資料を提示して具体的に疎明するな

どして、誠実に対応しなければならない」「申

立人組合員に対する解雇を撤回するとともに、

同人を原職に復帰させなければならない」「申

立人組合員が、解雇以降原職に復帰するまでに

受けるはずであった賃金相当額等を支払わなけ

ればならない」等の申立てとなっております。

これは２９年８月９日に申立てがありまして、

２９年中は、委員等による調査を３回行ったと

ころであります。なお、本事案は現在も調査等

の審査手続を継続して行っているところでござ

います。

次に、２ページを御覧ください。

（２）の個別労働関係紛争のあっせんは、個

々の労働者と使用者との間で起きた労働条件等

に関する紛争について、双方の主張を聴いて、

歩み寄りによる円満な紛争解決を図るものでご

ざいます。

２９年は、新規申請２件を取り扱ったところ

でございます。

まず、第１号は、「復職の要求、それが不可

能な場合、会社都合退職とすること」等をあっ

せん事項とするもので、右の終結状況の欄にあ

りますように、当事者間で自主的な解決が図ら

れたため、当委員会でのあっせんは打切りで終

結したところでございます。

次に、第２号は、「不当な解雇撤回」等をあ

っせん事項とするものでございます。本事案は、

下の備考欄にありますように、本年１月２４日

に双方が合意し、解決で終結したところでござ

います。

なお、お手元にお配りいたしました青色の大

分県労働委員会会報には、これらの事件の詳細

な内容をまとめて掲載しておりますので、後ほ

ど御覧いただければと存じます。

説明はいただきましたので、これ毛利委員長

より質疑に入りたいと思います。質疑をお願い

します。

私も商工労働企業委員会は７年のう三浦委員

ち３回ほど来ているんで、労働委員会の仕事と

仕組みをちょっと教えていただきたいなと思っ

たんですけれども。あっせんの前段として労働

相談ということで、青い冊子で過去３年ぐらい

を見ても、とりわけ今、平成２９年が件数も２

９４件とかなり伸びてきているというか、相談

件数が上がってきていると思います。県独自で

年２回実施と、あとは労働問題に関わる相談、

土日夜間を含めて、集中的に実施されている、

これは毎週ということなんでしょうか。

また、どういった方が相談を受けているとい

うか、窓口になっているというか、その辺も踏

まえて少し教えていただきたいなと思います。

ただいまの御質問でございます太田事務局長

けれども、どんとこい労働相談を１０月と２月

に年２回、１週間やっております。随時の受け

付けは１年中やっておるところでございます。

年２回、広報を入れて、ラッピングしながら、

労働者等の労働相談の受付をしているという状

況でございます。

相談は誰が受けているんですか。三浦委員

相談はうちの職員が受けており太田事務局長

ます。

これを見ると、土日も夜間も含めて三浦委員

ということですので、２９４件もあると、それ

もかなり重たい案件もあると思うので、職員だ

けでやりくりができるのか、例えばもっと人数

が必要だとか、何かないんですか。

基本的にうちの場合はかなり敷太田事務局長

居が高いというのか、裁判所に行くほどまでも

ないけれども、思いを持って来られる方が多い
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んです。それとは別に、知事部局の雇用労働政

策課で毎月、巡回労働相談ということでやって

おります。うちは、１０月、２月の集中月間以

外には、そこに知事部局の職員と出向いて受付

をするということで、なるべく労働者の声が届

くような格好で取扱いをしているという状況で

す。

ほかに御質疑等はありませんか。毛利委員長

〔「なし」と言う者あり〕

ほかに御質疑等もないので、これ毛利委員長

で諸般の報告を終わります。

この際、何かありませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

別にないようですので、これで労毛利委員長

働委員会関係の審査を終わりますが、ここで、

一言私から御挨拶を申し上げます。

〔毛利委員長挨拶〕

〔太田事務局長挨拶〕

〔後藤調整審査課長挨拶〕

以上をもちまして終了します。あ毛利委員長

りがとうございました。

〔労働委員会退室、企業局入室〕

これより、企業局関係の審査に入毛利委員長

ります。

まず、付託案件の審査に入ります。

第１４号議案平成３０年度大分県電気事業会

計予算について、執行部の説明を求めます。

第１４号議案平成３０年度大分岡田総務課長

県電気事業会計予算案について御説明いたしま

す。

議案書では１２０ページから１６２ページに

かけて提案しておりますが、説明はお配りして

いる資料で行わせていただきます。

それでは、１ページの平成３０年度大分県企

業局（電気・工水）当初予算（案）の重点事業

の左側の電気事業を御覧ください。

大分県企業局経営戦略を踏まえまして、重点

事業として発電所リニューアルの推進、地震対

策の計画的実施、発電所オーバーホール工事の

実施、経年施設の適切な修繕・改良工事等の実

施、一般会計の芸術文化基金積立てへの繰出し

を予定しております。

それでは、これらの重点事業のうち主なもの

につきまして、３ページの写真により御説明し

ます。

まず、電気事業の左上、写真１、芹川第一・

第二発電所、右上の写真５、別府発電所、その

下の写真６、大野川発電所でございます。四つ

の発電所においては、発電所の大規模改修、い

わゆるリニューアルに向けた具体的な事業を実

施することとしています。来年度は、大野川発

電所については平成３２年度末の完成を目指し、

解体工事等の本体工事に着手します。別府発電

所は平成３６年度末の完成を目指し、主要機器

である水車及び発電機の発注を、それから芹川

第一及び第二発電所は平成４０年度末の完成を

目指して、リニューアルに向けた概略検討を実

施することとしています。なお、リニューアル

後は固定価格買取制度、ＦＩＴにより売電を行

う予定としております。

続きまして、写真２を御覧ください。阿蘇野

川発電所及び桑原発電所におきましては、保安

規程に定められた１２年に１度の水車及び発電

機等の分解点検補修、オーバーホールを実施し、

今後の発電に万全を期します。

続きまして、写真３を御覧ください。ただい

ま御説明いたしました阿蘇野川発電所のオーバ

ーホール工事にあわせて除じん設備の整備を実

施するものでございます。

続きまして、写真４を御覧ください。こちら

は芹川第一発電所と九州電力の篠原発電所を結

ぶ、６万６千ボルト芹川篠原線の鉄塔でありま

す。更新時期を迎えていることから、計画的に

更新することとしており、来年度は、１２号か

ら１４号の３基の鉄塔の建て替えと、その前後

の１１号及び１５号鉄塔までの電線の張り替え

等を行います。

続きまして、写真７を御覧ください。百枝沈

砂池において、大野川発電所の停止にあわせて

耐震性能照査を行うこととしています。

最後に、写真８を御覧ください。北川ダムで

は、ダム下流の河川環境を保全するため、北川
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ダムから常に一定の放流を行う施設を平成２３

年度から建設しております。河川法上、１１月

から５月の非洪水期にしか施工できないことや、

地盤が非常に固いこと等により事業が長期化し

ておりますが、本年１月に導水トンネルが貫通

しましたことから、今後は平成３１年度中の完

成を目指し事業を進めていきます。

それでは２ページにお戻り願います。平成３

０年度大分県企業局当初予算（案）の概要の左

側、電気事業会計を御覧ください。

こちらが、ただいまの重点事業に掲げた事業

費などを反映させた予算（案）であります。

まず、業務の予定量でございますが、１年間

販売電力量は、１億９，１６８万４，３５４キ

ロワットアワーを予定しております。平成２９

年度予算時に比べて５，６９０万キロワットア

ワー少なくなっておりますのは、主に大野川発

電所がリニューアル工事により停止するためで

あります。２主たる建設計画に記載したものは、

さきほど御覧いただいた重点事業のうち、主な

建設改良工事を抜き出したものでございます。

次に、その下の表、収益的収入及び支出を御

覧ください。左側の支出の欄の下から二つ目の

４特別損失に大野川発電所の固定資産除却費を

計上しましたことから、表の一番下、収入の計

から支出の計を引いた収支差額（Ｂ）－（Ａ）

は、マイナス３億１，９１２万２千円、税抜き

の純損失は欄外、参考に記載のとおりマイナス

４億６，３８０万９千円を見込んでおります。

なお、特別利益及び特別損失を除いた経常利益

は１億３，６５０万１千円の黒字を見込んでお

ります。

また、下の表の資本的収入及び支出を御覧く

ださい。右側の収入の欄の一番上、１企業債に

おいて、１１億４，４００万円を計上していま

す。これは、発電所リニューアル事業は事業費

が大きく、内部留保資金のみでの対応は困難な

ことに加え、従来より発電所を建設する際は企

業債を借り入れてきたことから、リニューアル

に係る費用は企業債で対応する計画としていま

す。以上により、表の中ほどのとおり、収入の

計から支出の計を引いた収支差額はマイナスの

１２億７，８７３万２千円となりますが、その

下のとおり積立金等の各財源で補てんすること

としております。

以上が、平成３０年度大分県電気事業会計予

算案でございます。御審議のほど、よろしくお

願いいたします。

説明をいただきましたので、これ毛利委員長

より質疑に入りたいと思います。御質疑よろし

くお願いいたします。

松岡太陽光発電所の収支を教えてく桑原委員

ださい。

２０年間の合計でよろしいでし岡田総務課長

ょうか。（「年間大体いくらでいいです」と言

う者あり）

年間、大体３千万円ぐらいの利益になります。

２０年間のトータルでは４億８千万円ほどの利

益を見込んでおります。２０年間の収入が約１

０億６千万円の収入に対しまして、建設費と年

間の維持費の２０年分、それから最終的な撤去

費用も見込みまして、差引きが４億８千万円の

利益となる見込みでございます。

年間のプラス・マイナス引いて３千桑原委員

万円。

約３千万円ですね。若干変動し岡田総務課長

ていきますけれども。

今後、議論していきたいところでは桑原委員

あるんですけれども、再生可能エネルギーの普

及のモデルとして、また促進というようなこと

をおっしゃっていましたけど、その目的という

のは達成されたとお考えですか。

若干経緯を申し上げますと、平岡田総務課長

成２０年度に再生可能エネルギーの開発に企業

局としても取り組もうということで、研究会を

立ち上げまして検討した結果、中小水力とか風

力とかも検討したんですけど、それはもう赤字

になるということで、収益が見込める太陽光発

電に注目して取組を始めてまいりました。県と

しても、新エネルギービジョンでエコエネルギ

ーの活用をうたって、太陽光についても目標設

定をされておりますので、企業局としてもそれ

に一定の貢献をしたいということで取り組んで

おります。全体に対してどのくらい貢献できて
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いるかちょっとはっきり分かりませんけれども、

いろんなエコエネルギーの活用にもなりますし、

いろんな小学校とか地区の方への見学とか普及

啓発にもなっております。それから、関連産業

への技術の情報提供などについても役立ってお

るところであります。

再生可能エネルギー普及政策の一環桑原委員

として今後とも続けていくということで了解い

たしました。とりあえず今日はこれでいいです。

加えまして、電気事業会計から岡田総務課長

一般会計への繰出しにつきましては、過去、遊

休の土地を売却した利益の２億円を財源に、本

年度まで５千万円ずつ繰出しをしてきました。

今後につきましては、この太陽光発電所でため

た利益を繰り出していくことで、県政貢献が途

切れないようにしていきたいという考えでおり

ますので、その点もあわせまして御理解をいた

だきたいと思います。

ＦＩＴの関係で、水力発電との関係井上委員

については、数字的にはどうなんですか。発電

所の整備をしたことによって、これだけの電力

が生まれて、こうなっていると。収支関係とか、

そういったものが分かれば。

大野川発電所はＦＩＴの認定を岡田総務課長

受けております。現在、アワー当たり８円ちょ

っとで売電しておるんですけれども、ＦＩＴに

なりますと単価が２４円になります。約３倍に

なります。大野川発電所の分だけの電力の売上

げといいますか、料金が約５億円ですので、そ

れが３倍になって１５億円になります。年間１

０億円ほどの増収ということで、これは２０年

間保証されておりますので、２００億円ほどの

収入になります。もちろん、これからリニュー

アルに伴う建設費などがかかってきますけれど

も、かなりこれが今後の企業局のいろんな施設

の整備とかの財源になってくるものと思ってお

ります。

そうなりますと、大体実質半分ぐら井上委員

い入るの。

大野川発電所だけに注目します岡田総務課長

と、総収入が３１１億円ほど、それから建設費、

建設に伴う減価償却費ですけど、費用が１５０

億円ですので、２０年間の収支としては約１６

０億円のプラスになると見込んでおります。

そういうことになりますと、今後、井上委員

いろんな発電所があるんですけれども、前にも

質問したかと思うんですが、そういった条件に

今後一つ一つしていこうという方針になるんで

しょう。

これを財源にしまして、順次リ岡田総務課長

ニューアルを進めていく考えであります。ただ、

ＦＩＴの制度が今後どうなるか不透明な部分も

ありますし、現場の状況でなかなかＦＩＴの取

れるような改築が難しくなる場合も考えられま

す。そんな中でありますけれども、できるだけ

リニューアルをしてＦＩＴを取っていくという

形で進めていく考えであります。

導水路がかなり老朽化して傷んでい井上委員

るんですよ。その辺のところも、そういった収

益によってしないといけないと思うんですけれ

ども、その辺の思いはどうですか。導水路の補

修について。

ＦＩＴ制度の中で、導水路の改長井工務課長

修も要件になっています。その辺も含めてＦＩ

Ｔ適用をにらんで、今後のリニューアルの事業

については検討していきたいと思っています。

隧道補修とか、さらに強化するような形で検討

していきたいと思っています。

検討せずに実施をしていただきたい井上委員

と思います。

先日、ワカサギをたくさんいただ二ノ宮委員

きました。これは芹川で捕れたものなんです。

芹川の水質保全のことをずっと言っているんで

すけど、大分川は特に由布市、挾間町の水道の

水源と、それから大分市にも影響があって、何

年か前にダム湖の腐った水が出て、それが比重

が重たいので、大分川の深みに全部たまって、

何か月か、何年間も臭い水が出たということで、

由布市、挾間町の場合は活性炭素で処理してる

んですけど、大分市は大変だったということを

伺っています。そういうことでいろいろ対応を

していると思うんですけど、今水質はいいんで

すか。良くなっているんですか。

芹川ダムは、平成２５年に異臭長井工務課長
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問題が出たんですけれども、その後、水質改善

で、表層の水を下の方に送り込んで、植物プラ

ンクトンの発生を抑えて異臭問題を防ごうとい

うことでやっておりまして、現在のところ、そ

れ以降は、そういった異臭問題は出ておりませ

ん。多少上の方でプランクトンが発生しており

ますけれども、以前のようではない状況になっ

ております。

ただ、芹川ダムには、久住の大船であるとか

久住山、そういった広いところから水が流れ込

んでおりまして、そこ自体にいろんな栄養分が

ありますので、ダム湖の循環装置だけで改善す

るというのは非常に難しい問題もあります。今、

芹川会議とか庁内にも検討会などがあり、企業

局も参加しております。そういった中で上流や

下流の方と意見を交換しながら、芹川をどうや

っていくかといった幅広い形、啓発も含めた形

で今後もそういった取組はしていきたいと思っ

ています。

大分県の水をとか、何か大きなタ二ノ宮委員

イトルがありますね。（「経営理念ですね」と

言う者あり）そういうことで、例えば生活雑排

水とか、そういうのが入ってくると手に負えん

ということで、さっき言ったＦＩＴで得た利益

でそういうところまで還元をして、水をきれい

にしてください。よろしくお願いします。

電気事業について、固定価格買取制河野委員

度が太陽光を中心にどんどん切り下げられてい

くという現実の姿の中にあって、太陽光等につ

いては機材等のコスト面の削減の方が著しいか

ら、市場ベースで考えたときに、このくらいの

経費でできるだろうという固定価格に落ち着い

ているだろうと。その流れの中にこの水力発電

もある意味巻き込まれつつあるのかな、政策判

断の中でそういう方向になるのかなと思うわけ

です。けれども太陽光のようにコストカットが

なかなかできないことからすると、水力発電に

ついては経営環境はなかなか厳しくなるのかな

と思っております。これまで度々伺ってきたの

は、グリーン電力の市場の立ち上げという部分

についてなんですが、こういった電気事業をや

っている自治体とか、いろんな団体、会があろ

うかと思うんですけれども、産業界等々の中で、

グリーン電力市場を育成していこうという動き

は、何か現実に見えるのかどうか。ちょっと教

えていただけないですか。

御指摘のグリーン電力市場につ長井工務課長

いては、今正に４月から立ち上がる予定になっ

ている非化石価値取引市場がございます。再生

可能エネルギーの環境価値分を取引しようとい

う形で行われまして、４月からについては昨年

の４月から１２月までにＦＩＴで認定された電

力について取引されます。また、次の年度につ

きましては、一般の、例えば企業局がやってい

る水力発電所の価値も取引されるという形にな

っております。そこでの市場の取引の中で、欲

しい人が手を挙げて買うという状況になるかと

思っています。

そうなると、九電との買取契約とい河野委員

うのを一定期間やるのがいいのか、ある意味リ

スクは負っても市場に委ねて売り先を決めてい

くのがいいのかという、そういう経営判断をし

なきゃいけなくなると思うんです。その辺につ

いて情報とかをどのように集めて経営計画にい

かしていくのか、何か方針をお持ちなんですか。

方針というか、正に委員が言われた草野局長

ように、今いろいろ動いています。非化石市場

も１円から３円、４円ぐらいの幅があって、今

後どうなるかということなので、そういうのも

含めて、公営企業で団体を作って勉強会を開い

たり、今、東京でもいろんな勉強会があります

し、逆に言うと、各企業さんからもうちに情報

が、売り込みも含めていろいろ来ます。そうい

うものを委員が言われたように的確に判断して

いかないと、これから危険なのかなと思ってい

ます。

例えば、来年度どうするかということだけを

考えると、大野川発電所というのは、うちの４

分の１ぐらいの収益があるんですね。あそこが

止まっちゃうときに、入札するというのはばか

らしいんですよね。ですから、少なくとも大野

川が止まっている３年間は、今の随契の方がや

はり有利なのかなと考えています。しかし、そ

れ以降が実際どうなのかというのは市場価格等
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々をうまく見ながら判断していかなきゃいけな

い。ある意味、公務員にはちょっと苦手な部分

も出てくるので、そこは職員の意識改革も含め

てしっかりやっていきたいと思います。いろん

な機会にみんなとも議論を始めているところで

あります。

ほかにございませんか。毛利委員長

〔「なし」と言う者あり〕

ほかに御質疑等もないようであり毛利委員長

ますので、これより採決いたします。

本案は、原案のとおり可決すべきものと決す

ることに、御異議ありませんか。

〔「異議なし」と言う者あり〕

御異議がないので、本案は原案の毛利委員長

とおり可決すべきものと決定いたしました。

次に、第１５号議案平成３０年度大分県工業

用水道事業会計予算について、執行部の説明を

求めます。

それでは、第１５号議案平成３岡田総務課長

０年度大分県工業用水道事業会計予算案につい

て御説明いたします。

議案書では１６３ページから２０５ページに

かけて提案しておりますが、こちらもお配りし

た資料で御説明します。

まず、１ページをお願いします。当初予算

（案）の重点事業の右側、工業用水道事業のと

ころです。

電気事業と同様に経営戦略を踏まえて、重点

事業として、給水ネットワークを用いた隧道点

検、地震（津波）対策の計画的実施、ＩｏＴ、

ＡＩ等の活用による業務の効率化・高度化、老

朽化管路の更新、経年施設の適切な修繕・改良

工事等の実施、それから一般会計の企業立地促

進等基金積立てへの繰出しを予定しております。

これらの重点事業のうち主なものについて、

４ページの工業用水道事業関係の写真で御説明

します。

左上の写真１の矢印でお示ししている箇所を

御覧ください。県道大在大分港線の地下に埋設

している管路ですが、布設から４４年を経過し

ており、腐食が心配されることから損傷調査を

行い、必要と判断した箇所の補修を実施します。

これ以外の管路につきましても、平成３１年度

以降、計画的に調査していく予定です。

写真２は判田浄水場内にある分水井です。大

野川から取水した川の水は、この分水井を通る

ことで浄水場内の浄水処理施設へと誘導されて

おり、来年度はこの施設の耐震化工事を予定し

ております。

写真３は判田取水場内部にある直流電源設備

であります。昭和６１年の設置から３０年以上

経過していることから、来年度は設備の更新を

予定しております。

続いて、右上の写真４の矢印でお示ししてい

る箇所を御覧ください。昨年８月、フジボウ愛

媛株式会社が大分市青崎地区にある６号地に新

工場を立地する表明を行いました。知事部局で

は現在、６号地の造成工事を行っているところ

ですが、企業局においてもフジボウ愛媛が工業

用水を受水できるように、知事部局から工事負

担金を受け入れて配水管を敷設します。

写真５は今年度実施した揚水隧道の点検状況

です。平成２８年度に完成した給水ネットワー

ク施設を運用することで、平常時においても企

業への送水を停止することなく隧道の点検や補

修が可能となりました。来年度は矢印でお示し

している送水隧道火振・志村線を点検する予定

であります。

写真６は工業用水道の管路の補修資材を備蓄

するための倉庫です。東日本大震災の被災事例

を踏まえ、管と管の接続部分を早急に補修する

ための資材を購入して、保管する予定です。

２ページにお戻り願います。平成３０年度大

分県企業局当初予算（案）の概要の右側、工業

用水道事業会計を御覧ください。

こちらが、ただいまの重点事業に掲げた事業

費などを反映させた予算（案）です。

まず、業務の予定量でございますが、１の給

水事業所数は、昨年１０月に太田旗店に給水開

始したことにより、４３事業所となります。

２の年間総給水量は、２億１８６万３，２５

０立方メートル、３の１日平均給水量は、５５

万３，０５０立方メートルを予定しております。

その下の表、収益的収入及び支出を御覧くだ
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さい。

表の一番下、収入の計から支出の計を引いた

収支差額（Ｂ）－（Ａ）は１億１，２５７万９

千円、税抜きの純利益及び経常利益は欄外参考

に記載のとおり、１億６５６万円の黒字を見込

んでおります。

また、資本的収入及び支出でございますが、

表の中ほど、収入の計から支出の計を引いた収

支差額は、マイナスの６億８，４０６万６千円

となりますが、その下のとおり各財源で補てん

することとしております。

以上が平成３０年度大分県工業用水道事業会

計予算案でございます。御審議のほど、よろし

くお願いいたします。

説明が終わりましたので、これよ毛利委員長

り質疑に入りたいと思います。

給水事業所数については、責任水量河野委員

制を採る中、まだ余裕があるということなんで

しょうか。それとも、どこかが抜けて、抜けた

分を補うときに新規のところが入る程度しか残

っていないのか、その点を。

現在の供給能力の余裕は、日量岡田総務課長

で１万９５０立方メートルになっております。

この範囲内であれば、新規の供給に対応できま

すが、これを超える場合につきましては、既存

のユーザーの中でもうちょっと落とす余裕があ

るところにつきまして、御相談なり調整をさせ

ていただいて融通を付けるような形で対応して

いきたいと考えております。

そうすると、１日平均給水量の５５河野委員

分の１程度しか余裕がないということになるわ

けですね。ということは、大型の企業立地が今

後あった場合については、かなり苦しい、いわ

ゆる調整をしないと無理だというお話ですね。

工業用水の使用度合いによるか岡田総務課長

と思いますけれども、今の契約率が９８．１％

ですので、もう残りは少ない状況になっており

ます。ただ、既存ユーザーの中で若干の余裕は

取れるんじゃないかとは思っております。

ほかにございませんか。毛利委員長

〔「なし」と言う者あり〕

ほかに御質疑もないようでありま毛利委員長

すので、これより採決いたします。

本案は、原案のとおり可決すべきものと決す

ることに、御異議ありませんか。

〔「異議なし」と言う者あり〕

御異議がないので、本案は原案の毛利委員長

とおり可決すべきものと決定いたしました。

以上で付託案件の審査を終わります。

次に、執行部より諸般の報告をしたい旨の申

出がありましたので、これを許します。

それでは、企業局経営戦略及び岡田総務課長

その具体的な実行計画であるアクションプラン

の策定について、御説明させていただきます。

お手元にお配りしています企業局経営戦略

（案）と書かれた冊子を御覧ください。

前回の常任委員会の後、昨年１２月２５日に

３回目となる経営評価委員会を開催して、外部

委員の方々から再度御意見をいただいた上で、

本年１月２２日～２月２１日にかけてパブリッ

クコメントを実施し、４件の御意見をいただき

ました。これらを踏まえた前回からの変更箇所

について御説明させていただきます。

４ページをお願いいたします。経営理念につ

いてですが、委員から「地域農業の振興や環境

保全などは、地元の方々にも主体的に関わって

もらうことが大切であり、企業局と地域が一緒

になって取り組んでいくという姿勢が伝わるよ

うにしてはどうか。」という意見をいただいた

ため、上段の経営理念の説明文の最後ですが、

「県民・地域とともに歩んでいきます。」とい

う１文を追加しております。

次に２３ページをお願いします。パブリック

コメントにおいて、工業用水の汚泥再利用など

の課題が生じた場合は、大学と連携して取り組

んではどうかといった御意見をいただきました

ので、（１）環境変化に対応できる組織運営・

人材育成の中ほど、「さらに」の次に、業務を

遂行する上で技術的な課題が生じた場合は、大

学等の研究機関と連携した課題の解決と職員の

専門知識の向上に努める旨の記載を追加しまし

た。

なお、パブリックコメントでは、その他にも

南海トラフ地震等に備えた隧道点検の計画的実
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施や台風、豪雨による浸水被害への対策強化、

地域貢献のさらなる充実等についても御意見を

いただきました。いずれも、経営戦略において

取り組むべき項目として記載しておりますが、

いただいた御意見も参考にしながら、計画を推

進してまいります。

次に、経営戦略の具体的な実行計画であるア

クションプランについて御説明します。

経営戦略アクションプラン（案）と書かれた

冊子を御覧ください。

表紙の裏のアクションプランの位置付けにつ

いて説明したページを御覧ください。

一番上の四角囲みにありますように、アクシ

ョンプランは、経営戦略に掲げる三つの戦略の

柱ごとに、それぞれの施策の具体的な取組を明

示した事業計画です。また、計画期間はこれま

での中期経営計画と同様に４年間とし、２年ご

とに見直しを行います。

一番下に、施策体系図として、経営戦略とア

クションプランの関係をお示ししています。

次に、右側の目次を御覧ください。１ページ

から２０ページにかけて、戦略の柱ごとに、計

画期間における具体的な取組内容及び目標指標

を、それぞれ共通事項、電気事業、工水事業に

分けて記載しています。

２２ページからは投資・財政計画として、４

年間の収支計画及び主要工事一覧表を載せてい

ます。

さきほど、平成３０年度予算議案の中で主要

事業の説明を行いましたので、内容についての

詳細な説明は割愛させていただきます。

最後に、本年度新たに策定した企業局のロゴ

マークについて御説明します。アクションプラ

ンの４ページをお開きください。効果的な広報

の実施について記載していますが、円滑な事業

実施のためには、より多くの県民に企業局につ

いて知ってもらうことが必要だと考えています。

そのため、具体的な取組内容に記載していると

おり、ＨＰ等を活用した情報発信や施設見学会

の実施、さらに来年度からは、県立美術館と連

携した企業局のＰＲを新たに実施することとし

ています。具体的には、県立美術館における企

画展の広報媒体等を通じた企業局のＰＲを検討

していますが、県民に企業局のイメージをでき

るだけ分かりやすく伝え、身近な存在として感

じてもらえるように、本年度、企業局のロゴマ

ークを初めて策定しました。

アクションプランの最後のページをお開きく

ださい。「大分の豊かな水を活かし、地域を支

える」という経営理念をモチーフに、流れる水

と波紋をイメージさせるデザインとして、グラ

デーションの青は豊かな水資源の活用、黄色は

クリーンな電力の提供などを意味しています。

ロゴマークは、広報活動をより効果的なもの

にするとともに、職員間においても経営理念の

共有、一体感の醸成に効果的だと考えています。

４月から経営戦略がスタートしますが、職員一

丸となって、経営理念の実現に向け果敢にチャ

レンジしてまいる所存であります。

経営戦略及びアクションプランに毛利委員長

関する説明をいただきましたので、これより質

疑に入ります。御質疑をお願いいたします。

電気事業会計でも、工業用水道事業桑原委員

会計でも点検という言葉が結構出てきています

けれども、今年の２月、広島県安芸高田市の土

師ダムで、水中に潜って作業していたダイバー

が放流管に吸い込まれて死亡するという事故が

起きています。こういった事故に対する安全の

確保とか、そういう点はどうされているのか、

教えてください。

もう一つ、工業用水道事業の方でＩｏＴ、Ａ

Ｉ等の活用による業務の効率化、高度化、これ

はアクションプランの方にもありますけれども、

具体的にどういうものを検討されているのか。

例はこの２ページにありますけれども、これ以

外に何か考えているのがあったら教えてくださ

い。

あと、これは細かいことですけど、一番上の

ＡＩを活用した濁度変化の予測、これは洪水が

事前に分かるようにするようなものですか。

点検するにあたっては、まず手長井工務課長

順書というものを作りまして、危険がないかと

か完全にできているかといったことをきちんと

順序立てて操作をして点検をやるというふうに
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しております。その手順書を読み上げながら、

指さし呼称をして点検をやるとしておりますの

で、例えば、おっしゃったような場合について

は、まず水が流れない状態で点検をやるという

のが基本でございます。例えば、水が流れない、

電気が止まっている状態で点検をやるといった

ことをベースにして、きちんと手順書を作って、

安全を確認しながら点検をやっているというと

ころでございます。

そして、ＩｏＴ、ＡＩについては、この２ペ

ージの下の左の写真については、ワークショッ

プを開いて、どういったことがＡＩを使ってで

きるかといったことを討議しながらやったもの

でございます。その結果、その２ページの中段

の四角枠の中に書いていますような、工業用水

道事業におけるＡＩを活用した濁度変化の予測

等ということで、降雨があったときに水の濁り

がどういうふうに変化していくのかをできるだ

け早くキャッチしよう、これがＡＩに向いてい

るんじゃないかということで、今これに取り組

んでいるところでございます。

ＡＩ、ＩｏＴなどハイテクなところ桑原委員

を取り入れるという点につきましては、２点提

案させていただきたいと思います。

まず、さきほど水中での事故がありましたが、

今、水中用のドローンもありますので、その辺

もしっかりと研究されると思いますけれども、

お願いしたいと思います。

河川とかダムの水中点検という点では、ＮＥ

ＤＯがダム壁面の傷の点検や河川洗掘把握を行

わせる水中点検用遠隔操縦型ロボットの性能評

価というのを行っていますので、そういうのも

参考にしていただければと思います。

あと、多目的ダムですので、治水のため、電

気のための放水のコントロールといったところ

にＡＩを使おうということで、昨年７月から茨

城大学とＮＥＣが人工知能に河川の水位や水色

などの様々な状態の画像をディープラーニング

で学習させ、氾濫の危険レベルを自動で判別す

る水害対策支援システムの実証実験を始めてい

ます。これに例えば天気の予測とか、そういう

ものを組み合わせることによって自動的に放水

するとか、そういうものをＡＩに学ばせて、迅

速かつ的確に洪水対策を行うことができるんじ

ゃないかというものが進んでおりますので、そ

ういうところもこの研究の中で取り入れていた

だければと思います。

企業局の経営戦略が３０年度からと三浦委員

いうことで、いよいよだなと思っています。

２点伺いたいと思います。

まず１点目ですけれども、環境変化に対応で

きる組織運営・人材育成ということで、これか

らは海外研修等に積極的に参加していくことも

検討しているということですけれども、当然ア

メリカ、イギリス、ドイツ、スウェーデン、中

国、インド等ありますけれども、具体的にどの

国を大分県で今企業局が参考にしようとしてい

るのか、またその国の今の状況を教えていただ

きたいなというのが１点。

もう１点が、売電入札の関係でぜひ局長に伺

いたいと思うんですけれども、基本的に今、平

成３８年３月３１日までは全て九州電力という

ことですが、平成２７年３月に資源エネルギー

庁からガイドライン等が示されています。基本

計画の取扱い等をこれから検討――もう既に進

めていらっしゃると思いますけれども、検討状

況並びに他県の状況等を。またできれば、今後

の国や他県の動向も踏まえながらの見通し、こ

の３点をぜひ伺いたいなと思います。

まず、海外研修については、また後草野局長

ほど御説明しますけれども、今年はニュージー

ランドに行きました。なかなか本県だけで研修

団を組んでやるというのは難しいので、公営企

業の団体があります。そこがいろいろ企画して

くれていますので、その中に入ってやっていこ

うかなと思っています。ちょっと海外状況が分

かれば、後からしますけど。

来年度はイギリスを予定しているということ

で、うちが参加するかどうかはまだ検討してい

るところであります。

あと、発電の入札のお話がありました。確か

に今長期契約を結んだ中で、特に九州各県一緒

の足並みで九州電力と随契をやっています。た

だ、他の地域の長期契約がうちより短くて、だ
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んだん契約が切れていくという段階になりつつ

あります。基本的には東京とか一部以外は、ま

だ長期契約を結んでいます。というのが、やは

り非常に安定的なんですね。公営企業に非常に

適しているというのがあり、やるところが多い

んですが、例えば、東北があと２年後、３年後

にこの長期契約が切れるという中で、東北電力

の方から今逆に提案があって、１円上乗せする

から何らかの理由を付けて随契をやりましょう

とか、そういう話がだんだん出てきています。

ですから、そこら辺も含めて検討したいという

のが１点目。

それと、実は３０年度、３１年度を今年度、

九電と交渉しました。やはり九州電力はある意

味、御案内のとおり、ガス等々含めて電力自由

化の中に入っています。なので、かなり厳しい

ことをうちに要求してきます。今、単価が８円

とか９円なんですが、電力量によって従量的に

増減するのは１円部分だけなんですね。例えば

８円だと、あとの７円分は実は契約を結んだと

きに保証してくれているんですよ。だから、電

力供給が増えようが減ろうが、その部分は全く

変わらない。初めの目標を何キロワットと定め

たそのお金は１年間くれますよということで、

１円部分だけがすごく発電したらうちの方に入

ってくるということなので。極端に言うと、今

は発電所が全部止まってもお金はある程度確定

してもらえるという、非常にありがたい制度に

なっています。

ところが、来年度の契約は、その１円部分を

３円にしてくれということで、単価は今までよ

り増やして、１０円を超える単価で話ができそ

うなんですが、３円分ですので、３円だとやは

り渇水があったり、発電所が止まったりすると、

かなり収益に影響を受けます。そういう時代に

来ています。さきほどお話ししたＦＩＴになり

ますと、大野川発電所は２４円と話をしました。

２４円というのは、正に全部２４円です。です

から、１日止まると５００万円の機会費用を失

う。今までは止まっても１円分しか失わなかっ

たんですけど、今度は２４円分もろに失います

ので、我々の仕事の仕方とか、そういうのを全

部もう１回見直さないと、今までどおりのやり

方をやっていると経営がかなり、ハイリターン

なんですけど、やはりハイリスクということに

なります。各県、今そこも含めていろいろ勉強

しているようですが、独禁法の関係とかで余り

情報交換しちゃいけないという話もあります。

今から多分この４、５年でいろんな動きが出て

くると思いますので、我々も３８年とか３７年

に固執するだけではなくて、少し研究しながら、

入札も念頭に置きたいと思いますが、ただ、か

なりハイリスクであることは確かです。

今年度はニュージーランドの海長井工務課長

外研修に参加しまして、現地の水力発電とか風

力発電、そして二酸化炭素の貯蔵施設といった

ものを研修してきております。あちらでは、公

営であっても全て自分たちで補修をやるとか、

通常の維持管理や大きな点検も多分自分たちで

やるという形で、かなり技術力を自分たちで蓄

えているんだなというような感じはしておりま

す。定期的に部品交換とかをやるより、危なく

なったり予兆が出たら替えるといった形で、コ

スト意識というか、直接自分たちでやるのが本

当にコストが安いのかどうかというのはちょっ

と分からないんですけれど、補修については何

かできるだけ絞るというような感じもしました。

そういったことも参考にしながら、じゃ我々が

どうやってこれから点検していくのかとか、そ

ういったことも含めてまた考えていかなきゃい

けないかなと思っています。

私がちょっと調べたのが、まず海外三浦委員

の関係なんですけど、一般社団法人の海外電力

調査会というところです。そのニュージーラン

ドは出てこないんですよね。なので、今、課長

がおっしゃるようにいろいろなところで調査会

があると思いますが、じゃ実際本当に行かれて、

実際どうなのかというのはちょっと私もよく分

からない。いろんなところが調査をし、各国の

今の電力事情だったり、全て見られるようにな

っているので、ぜひ今後も行かれる際は、大分

県にどう合うのかを踏まえてお願いしたいなと

思います。

また、入札の関係、これ本当に非常に難しい
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問題だなと思うんですけれども、見直し等を決

断するときというのは企業局だけということに

なる、それともどうなのか、大きな公営的な部

分があると思うんで、その辺の契約締結という

のはどうなるんですか。

建前上は公営企業なので、企業局長草野局長

の責任においてということなんですが、今まで

随意契約だった中で、入札になるとなれば、当

然知事部局、あとはもちろん議会にも御相談し

ながらということになるかもしれません。その

余裕があるかどうかというのも含めて、今後検

討していきたいと思います。

ほかにございませんか。毛利委員長

〔「なし」と言う者あり〕

ほかに御質疑等もないのでありま毛利委員長

す、これで諸般の報告を終わります。

この際、全体的に何かありませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

これで企業局関係の審査を終わり毛利委員長

ますが、ここで、一言私からお礼を申し上げま

す。

〔毛利委員長挨拶〕

〔草野企業局長挨拶〕

〔岡田総務課長挨拶〕

以上をもちまして終わりたいと思毛利委員長

います。

執行部の皆さん、お疲れさまでした。

〔企業局退室〕

最後の委員会となりましたので、毛利委員長

私から一言お礼申し上げたいと思います。

〔委員長挨拶〕

これをもちまして、商工労働企業毛利委員長

委員会を終わります。

お疲れさまでした。


